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〔留意事項〕 

・ 本財務書類は、「省庁別財務書類の作成基準」に基づいて作成しております。 

・ 一般会計省庁別財務書類は、各省庁における財務情報の提供等を目的として一

般会計を各省庁単位で区分し、各省庁に資産や負債が帰属すると擬制するなどの

一定の仮定に基づいて作成するものであり、各省庁が会計的に独立しているもの

ではない点にご留意下さい。 

・ 一般会計省庁別財務書類を充分理解して頂くため、「省庁別財務書類の作成基

準」及び各省庁の所掌する業務内容等も併せてご覧下さい。 

 



(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度

(平成22年 (平成23年 (平成22年 (平成23年

3月31日) 3月31日) 3月31日) 3月31日)

＜ 資 産 の 部 ＞ ＜ 負 債 の 部 ＞

現金・預金 - 20 未払金 320,446 340,575

たな卸資産 27,785 6,428 保管金等 - 20

未収金 6,980 12,456 賞与引当金 11,582 11,376

前払金 143,771 40,417 退職給付引当金 308,130 308,623

前払費用 11 9 他会計繰入未済金 5,644,720 5,662,535

貸付金 160,223 161,879 その他の債務等 319 1,311

その他の債権等 485 339

　貸倒引当金 △ 289 △ 3,139

有形固定資産 430,820 397,456

　国有財産(公共用財産
　を除く)

415,386 383,086

　　土地 251,540 241,582

　　立木竹 445 416

　　建物 98,319 93,806

　　工作物 57,199 38,613

　　船舶 184 140 負 債 合 計 6,285,198 6,324,441

　　建設仮勘定 7,697 8,527

　物品 15,434 14,370 ＜資産・負債差額の部＞

無形固定資産 1,950 1,289 資産･負債差額 △ 4,773,156 △ 4,897,057

出資金 740,300 810,225

資 産 合 計 1,512,041 1,427,384
負債及び資産･負債差額
合 計

1,512,041 1,427,384

貸　借　対　照　表

 
 



 

(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度

(自　平成21年４月 1日) (自　平成22年４月 1日)

(至　平成22年３月31日) (至　平成23年３月31日)

人件費 169,801 170,916

賞与引当金繰入額 11,582 11,376

退職給付引当金繰入額 19,488 23,448

補助金等 17,196,339 15,910,204

委託費等 145,393 140,549

独立行政法人運営費交付金 70,407 99,137

年金特別会計への繰入 10,933,948 11,869,032

船員保険特別会計への繰入 3,234 -

労働保険特別会計への繰入 572,197 174,728

国立高度専門医療センター特別会計への繰
入

81,004 -

庁費等 185,312 138,209

その他の経費 149,186 165,306

減価償却費 11,911 11,740

貸倒引当金繰入額 △ 23 2,850

資産処分損益 1,189 △ 11,511

本年度業務費用合計 29,550,971 28,705,988

業務費用計算書

 

 



 

(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度

(自　平成21年４月 1日) (自　平成22年４月 1日)

(至　平成22年３月31日) (至　平成23年３月31日)

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 △ 4,174,745 △ 4,773,156

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 29,550,971 △ 28,705,988

Ⅲ　財源 28,899,818 28,588,988

　　　主管の財源 282,807 346,788

　　　配賦財源 28,617,011 28,242,200

Ⅳ　無償所管換等 8,251 △ 106,545

Ⅴ　資産評価差額 44,687 99,892

Ⅵ　その他資産･負債差額の増減 △ 198 △ 247

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 △ 4,773,156 △ 4,897,057

資産・負債差額増減計算書

 

 



(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度

(自　平成21年４月 1日) (自　平成22年４月 1日)

(至　平成22年３月31日) (至　平成23年３月31日)

Ⅰ　業務収支

１　財源

　　　 主管の収納済歳入額 440,711 357,905

       配賦財源 28,617,011 28,242,200

財源合計 29,057,723 28,600,105

２　業務支出

(1)　業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 205,533 △ 208,682

補助金等 △ 17,185,978 △ 15,889,118

委託費等 △ 145,393 △ 140,549

独立行政法人運営費交付金 △ 70,407 △ 99,137

年金特別会計への繰入 △ 10,347,684 △ 11,851,217

船員保険特別会計への繰入 △ 3,194 -

労働保険特別会計への繰入 △ 589,914 △ 71,374

国立高度専門医療センター特別会計への繰
入

△ 81,004 -

貸付による支出 △ 4,406 △ 5,064

庁費等の支出 △ 214,002 △ 119,696

出資による支出 △ 52,805 △ 42,330

その他の支出 △ 150,293 △ 166,275

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 29,050,619 △ 28,593,445

(2)　施設整備支出

土地に係る支出 △ 5 -

立木竹に係る支出 △ 1 △ 4

建物に係る支出 △ 2,573 △ 2,146

工作物に係る支出 △ 1,798 △ 2,414

建設仮勘定に係る支出 △ 2,724 △ 2,094

施設整備支出合計 △ 7,104 △ 6,660

業務支出合計 △ 29,057,723 △ 28,600,105

業務収支 - -

Ⅱ　財務収支

財務収支 - -

区分別収支計算書

 



本年度収支 - -

翌年度歳入繰入 - -

　その他歳計外現金･預金本年度末残高 - 20

本年度末現金･預金残高 - 20
 



注 記 

 

１ 重要な会計方針 

1 たな卸資産の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法によっている。 

 

2 減価償却の方法等 

① 有形固定資産 

国有財産（公共用財産を除く）については、国有財産台帳の価格改定に適用される耐用年数に基づ

く定率法によっている。 

物品については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数に基づく、残存価額

を取得原価の 10％とした定額法によっている。 

② 無形固定資産 

ソフトウェアについては、利用可能期間（5 年）の開発費等の累計額を資産価額とし、利用可能期

間に基づく定額法によっている。 

 

3 出資金の評価基準及び評価方法 

① 市場価格のないもの 

全て「国有財産法」の規定により政府出資等として管理されている出資金であり、会計年度末にお

ける国有財産台帳価格によって評価している。 

 

4 引当金の計上基準及び算定方法 

① 貸倒引当金 

徴収停止債権については全額、履行期限到来債権については 50％を回収不能見込額として計上して

いる。 

② 賞与引当金 

6 月支給分の期末手当及び勤勉手当の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分

（期末手当及び勤勉手当の 6月支給分の 4/6）を計上している。 

③ 退職給付引当金 

退職手当に係る退職給付引当金については、自己都合による期末要支給額を、次の計算方法により

計上している。 

・基本額 … 勤続年数別の職員数 × 平均給与 × 自己都合退職手当支給率 

・調整額 … 「国家公務員退職手当法」第 6 条の 4に定められた区分別の職員数 × 想定され

る調整月額単価 × 60ヶ月 

国家公務員共済年金のうち、整理資源（昭和 34年 10月前の恩給公務員期間に係る給付分）に係る

引当金については、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。 

「国家公務員災害補償法」に基づく補償のうち、遺族補償年金に係る引当金については、「支給率×

平均給与×割引率」により算出し、遺族特別給付金（年金）に係る引当金については、「遺族補償年金

に係る引当金の額×特別支給率」により算出した額を計上している。 

 

5 その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

  ② 退職給付引当金の算定において用いる平均給与上昇率及び割引率について 

   ・平均給与上昇率 ： 2.5％ 

   （平成 21年財政検証で用いられている長期的な賃金上昇率による） 



   ・割  引  率 ： 4.1％ 

   （平成 21年財政検証で用いられている長期的な運用利回りによる） 

③ 国有財産の価格改定について 

平成 22年度末において国有財産（公共用財産を除く）の台帳価格改定が行われており、国有財産（公

共用財産を除く）の台帳価格改定に伴う評価差額については、資産・負債差額増減計算書の「資産評

価差額」に計上している。 

 

２ 偶発債務 

1 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

（単位：百万円） 

訴訟の略称 請求金額 事件番号 訴訟の概要 

C 型肝炎損害賠償請求事件 36 
大阪地裁 平成 23年(ﾜ)

第 6565 号 

集団予防接種を受け､C 型肝炎ウイ

ルスに感染･発症したことに対し

て､国に損害賠償を請求したもの

(原告 1 名) 

在外被爆者損害賠償請求事件

(402 号関係) 
612 

広島地裁平成 21 年

(ﾜ)346号ほか 13 件 

被爆者援護法が､在外被爆者には適

用されない取扱いとされてきたこ

とによる精神的､身体的苦痛を受け

たことに損害賠償を請求したもの

利息については未確定 

たばこ訴訟 39 
東京高裁平成 22 年(ﾈ)

第 2176 号 

控訴人（3 名）は、若年時から長期

間、喫煙し続けることにより肺がん

等に罹患したものこれは、①被控訴

人らがたばこの有害性について情

報を隠蔽し、控訴人らに与えなかっ

たため、控訴人らが消費者としての

｢選択の自由｣を奪われたこと、②国

(厚生労働省)も、厚生労働省設置

法、食品衛生法、家庭用品規制法、

薬事法等に基づく必要な規制を行

ってこなかったこと等を理由とし

て、総額 3,000 万円の損害賠償を求

める等の訴えを提起したが、原判決

はたばこの製造・販売について違法

と目すべき点は認められず請求を

棄却原告は原判決を不服として控

訴を提起したもの 

CJD 訴訟 32 
東京地裁平成 21 年(ﾜ)

第 30786号 他 2 件 

ヒト乾燥硬膜の移植を受けて､クロ

イツフェルト・ヤコブ病に罹患した

として損害賠償を請求したもの 

平成 14 年 3 月 25日基本和解合意 

C 型肝炎訴訟 390 
大阪地裁平成 22 年(ﾜ)

第 7711 号 他 

出産時の止血目的などに使用され

た血液製剤により C型肝炎ウイルス

に感染したとして損害賠償を請求

したもの平成 20 年度に創設された

基金より給付金の支給を受けるた

め､国を相手とする訴訟を提起し､

和解する必要がある 

(※給付金の支払いは(独)医薬品医

療機器総合機構の基金よりされる

が､訴訟弁護士費用については製剤

の納入時期により一定額を国費よ

り支出) 

イレッサ訴訟 181 
東京高裁平成 23 年(ﾈ)

第 3630 号 他 6 件 

肺癌治療薬｢イレッサ錠 250｣の副作

用により間質性肺炎を発症又は死

亡したとして損害賠償を請求した

もの 

(※金額は国全額負担の場合) 

HIV 訴訟 74 
大阪地裁平成 16 年(ﾜ)

第 7841 号 他 3 件 

血友病治療薬である血液凝固因子

製剤の使用によりヒト免疫不全ウ

イルス(HIV)に感染したとして損害

賠償を請求したもの 

平成 8 年 3 月 29 日基本和解合意 



（単位：百万円） 

訴訟の略称 請求金額 事件番号 訴訟の概要 

損害賠償請求事件 12 
大阪高裁平成 23 年(ﾈ)

第 1279 号 

歯科治療において､歯科用水銀｢ア

マルガム｣の充填を受けたことによ

り､健康被害等を受けた等として､

国家賠償法に基づく損害賠償法を

請求するもの 

(※金額は国全額負担の場合) 

大阪アスベスト訴訟(第 1 陣) 945 

大阪地裁 

平成 18年(ﾜ)第 5235号 

ほか 6 件 

アスベスト作業に従事していた元

労働者､近隣住民らが､石綿肺等に

罹患した責任は国にあるとして､国

賠法 1条 1項に基づく損害賠償を請

求したものである 

平成 22年 5月 19日に一審判決が言

い渡され(国一部敗訴)､原告被告の

双方が控訴 

平成 23 年 6 月 1 日弁論終結予定 

大阪アスベスト訴訟(第 2 陣) 1,117 

大阪地裁 

平成 21 年(ﾜ)第 14616

号 

ほか 5 件 

アスベスト作業に従事していた元

労働者､近隣住民らが､石綿肺等に

罹患した責任は国にあるとして､国

賠法 1条 1項に基づく損害賠償を請

求したもの 

神戸アスベスト訴訟(第 1 陣) 79 
神戸地裁平成 19 年(ﾜ)

第 1159 号ほか 1 件 

アスベスト含有製品製造事業場の

近隣住民が胸膜中皮腫に罹患した

責任は､国と株式会社クボタにある

として､国賠法 1 条 1 項に基づく損

害賠償を請求したもの 

神戸アスベスト訴訟(第 2 陣) 113 
神戸地裁 

平成 21年(ﾜ)第 2229号 

アスベスト作業に従事していたと

主張する元労働者が､肺がんに罹患

した責任は､国と株式会社クボタに

あるとして､国賠法 1 条 1 項に基づ

く損害賠償を請求したもの 

東京建設アスベスト訴訟 12,012 

東京地裁 

平成 20 年(ﾜ)第 13069

号 

ほか 1 件 

建設作業に従事していた元労働者

及びその遺族らが､石綿を含む建材

を使用して､肺ガンや中皮腫などに

罹患した責任は国及び建材メーカ

ーにあるとして､国賠法 1 条 1 項に

基づく損害賠償を請求したもの 

横浜建設アスベスト訴訟 2926 

横浜地裁 

平成 20年(ﾜ)第 2586号 

ほか 1 件 

建設作業に従事していた元労働者

及びその遺族らが､石綿を含む建材

を使用して､肺ガンや中皮腫などに

罹患した責任は国及び建材メーカ

ーにあるとして､国賠法 1 条 1 項に

基づく損害賠償を請求したもの 

新東京建設アスベスト訴訟 83 

東京地裁 

平成 22 年(ﾜ)第 27856

号 

建設現場で解体･はつり工として従

事していた元労働者の遺族らが､元

労働者が肺がんに罹患し死亡した

責任は国と解体業者にあるとして､

国賠法 1条 1項に基づく損害賠償を

請求したもの 

静岡建設アスベスト訴訟 38 

静岡地裁 

平成 22 年(ﾜ)第 

1649 号 

建設作業で左官工として従事して

いた元労働者の遺族が､元労働者が

肺がんに罹患し死亡した責任は国

にあるとして､国賠法 1 条 1 項に基

づく損害賠償を請求したもの 

慰謝料等請求事件(香川局丸亀

署) 
2 

高松地裁 

丸亀支部 

平成 21 年(ﾜ)第 10号 

申告した事案に対する監督権限の

不適切な行使に対する慰謝料等請

求事件 

平成 23 年 9 月 8 日判決予定 

慰謝料等請求事件(京都局京都

上署) 
2 

京都地裁 

平成 21年(ﾜ)第 2721号 

申告した事案に対する監督権限の

不適切な行使に対する慰謝料等請

求事件 

損害賠償請求事件(茨城局水戸

署) 
1 

東京高裁 

平成 22 年(ﾜ)第 83号 

申告処理において訴外労働者に使

用者たる原告の名誉を毀損する言

葉を発したとして慰謝料を請求す

るもの 

 



（単位：百万円） 

訴訟の略称 請求金額 事件番号 訴訟の概要 

損害賠償請求事件(千葉局千葉

署) 
130 

東京地裁 

平成 23年(ﾜ)第 5610号 

精神障害を発症し自殺したのは､36

協定を指導することなく受理した

ことが原因であるなどとして損害

賠償を求めるもの 

損害賠償請求事件(福岡局福岡

中央署) 
21 

福岡地裁 

平成 23年(ﾜ)第 1293号 

署の捜査により､別事件により勾留

されていた原告の保釈が妨害され

たとして損害賠償を求めるもの 

損害賠償請求事件(和歌山局和

歌山署) 
5 

和歌山地裁 

平成 23 年(ﾜ)第 404 号 

申告した事案に対する監督権限の

不適切な行使に対する損害賠償請

求事件 

富山不二越訴訟 421 平成 19 年(ﾈ)第 150 号 

平成 22 年 3 月 8 日高裁にて控訴棄

却､現在最高裁上告中 (判決日未

定)､金額は平成 22 年度末までの計

算 

生活保護に係る損害賠償請求

上告事件 
3 平成 23 年(ｵ)第 920 号 

平成 11 年 12 月から平成 12 年 2 月

までの検査入院期間中における､他

人介護料相当分減額に対する損害

賠償を請求したもの 

平成 23 年 2 月 24 日､控訴審で原告

が敗訴したため最高裁へ上告 

生活保護に係る損害賠償請求

控訴事件 
1 平成 23 年(ﾈ)第 47号 

原告は自動車の保有を理由として

保護を廃止されたその際の精神的

苦痛について被告自治体に対して

損害賠償を請求するとともに､保護

費の 4分の 3は国庫であることを理

由として､国に対しても損害賠償請

求を行ったもの 

平成 23 年 3 月 15 日､一審で原告が

敗訴したため福岡高裁へ控訴 

介護福祉士国家試験受験申込

拒否処分取消等請求控訴事件 
3 

高松高裁平成 23 年(行

ｺ)第 3 号 

第 21 回介護福祉士国家試験の受験

申込に際し､財団法人社会福祉振

興･試験センターが､個人の使用者

による実務経験証明書では､実務経

験の証明にはならないことを理由

に申込を拒否したことに対し､処分

の取消を求める請求をするもの 

平成 23 年 11 月 18日判決予定 

未支給年金支給決定処分取消

等請求事件 
2 

東京地裁 

平成 22年(行ｳ)第 23号 

原告に対する未支給年金等支給決

定処分のうち､不支給とした部分の

取消を求めるもの 

平成 23年 12月 2日 第 11回期日予

定 

損害賠償等請求事件 288 

大阪地裁 

平成 20 年(ﾜ)第 16178

号 

平成 21 年(ﾜ)第 14474

号 

空襲被災者に対して援護を行う立

法が制定されないという立法不作

為等の違法性を問い､国家賠償と謝

罪を求めるもの 

平成 23 年 12 月 7日 判決予定 

シベリア抑留訴訟 418 
最高裁 平成 23年(ｵ)第

1337 号 

日本軍兵士に対する安全配慮義務

違反及び早期帰国実現義務違反の

不作為について国に対し損害賠償

を請求したものなお､一審･二審は

国側勝訴 

各損害賠償等､合祀絶止等請求

上告事件 
3,132 

最高裁 平成 21年(ｵ)第

1480 号 

国が靖国神社と一体となって合祀

をしたとして､民族的･宗教的人格

権が侵害され､また､憲法上の政教

分離原則に違反すること等を理由

とする慰謝料支払及び謝罪文交付

を請求している 

平成 21 年 11 月 10日上告 

 



（単位：百万円） 

訴訟の略称 請求金額 事件番号 訴訟の概要 

損害賠償請求上告提起事件 

損害賠償請求上告受理申立て

事件 

10 大阪高裁 

平成 23年(ﾈｵ)第 232号 

平成 23 年(ﾈ受)第 257

号 

戦没者等の妻に対する特別給付金

を受給できなかったのは､国及び大

阪府等が個別請求指導を怠ったか

らであるなどとして､損害賠償を求

めたもの 

平成 22年 10月 15 日 大阪地裁判決

(国勝訴) 

平成 23 年 6 月 9 日 大阪高裁判決 

霊璽簿からの氏名抹消等請求

控訴事件                                                         

11 最高裁 平成 23年(ｵ)第

613 号､614 号 

靖国神社の合祀に対し､国は､積極

的に個人情報を提供し続け､靖国神

社による人格権侵害に加功したと

して､また､政教分離の原則に反す

るとして､国家賠償法 1 条 1項の違

法である旨主張し､慰謝料を請求し

ている平成 22 年 8 月 24 日結審 12

月 21日判決→国側勝訴 平成 23年 1

月 11 日上告 

第二次大戦戦没犠牲者合祀                          

絶止等請求事件 

238 東京高裁 平成 23年(ﾜ

ﾈ)第 2410号 

戦没者に関する情報の告知の撤回､

原告に対する損害賠償及び謝罪文

の交付等を請求しているまた､戦没

者の戦死の事実の報告､その懈怠に

よる損害賠償を請求している 平成

23 年 7 月 21 日判決 

損害賠償請求事件 101 東京地裁平成 21 年(ﾜ)

第 47903号 

国立伊東重度障害者センター元利

用者が死亡した事例について､注意

義務違反により誤嚥事故を起こし

たこと等が原因との理由で､国側に

損害賠償を求める訴訟 

新潟県精神保健福祉法審査請

求訴訟 

1 新潟地裁 

平成 22 年(ﾜ)第 789 号 

審査請求の裁決遅延により精神的

損害を受けたとして､原告 1名が国

に慰謝料を請求したもの平成 23年

9 月 1 日現在､係争中 

大阪市精神保健福祉法措置入

院患者訴訟 

66 大阪地裁 

平成 20年(ﾜ)第 4665号 

原告の子が措置入院中に自殺した

ことについて､原告が､病院の管理

体制の不備は違法であるとして､大

阪市長に対し､損害賠償を請求した

もの(国は補助参加敗訴の場合､国

が大阪市に対し支払額の一定割合

を負担) 

宮城県精神保健福祉法措置入

院患者訴訟 

18 仙台高裁 

平成 22 年(ﾈ)第 138 号 

原告の子が措置入院中に歯痛の薬

の副作用で死亡したことに対し､原

告が､医療過誤であるとして､宮城

県知事に対し損害賠償を請求した

もの(国は補助参加) 

在日コリアン無年金高齢者国

家賠償請求控訴事件 

161 福岡高等裁判所 平成

22 年(ﾈ)第 960 号 

次に記した立法行為ないし立法不

作為が､憲法第 14条第 1項及び国際

人権規約に反し違法であるとして､

国に対して国家賠償を求めた事件 

･国民年金制度創設時､その被保険

者資格に国籍要件を定めたこと 

･昭和 57年に国籍要件が撤廃された

際､過去に加入できなかった在日外

国人について､十分な経過措置を講

じなかったこと 

･昭和 60年改正においても､過去に

加入できなかった在日外国人につ

いて十分な経過措置を講じなかっ

たこと 

平成 23 年 10 月 17日判決予定 

慰謝料請求事件(埼玉労働局) 1 さいたま地裁 

平成 22 年(ﾜ) 

第 1059 号 

過去における人事措置に係る慰謝

料請求事件 

 



（単位：百万円） 

訴訟の略称 請求金額 事件番号 訴訟の概要 

損害賠償請求事件 4 平成 23年(ﾈ)第 2058号 雇い止め等を受けたことに対する

損害賠償請求 

石綿国家賠償請求事件(第一

次) 

244 大阪地裁 

平 18(ﾜ)第 5235号 

規制制定･監督権限の不行使による

損害賠償の請求 

(現在､係争中であり､今後の予定は

未定) 

石綿国家賠償請求事件(第二

次) 

239 大阪地裁平 18(ﾜ)第

10633 号 

規制制定･監督権限の不行使による

損害賠償の請求(現在､係争中であ

り､今後の予定は未定) 

石綿国家賠償請求事件(第三

次) 

206 大阪地裁 

平 19(ﾜ)第 4423号 

規制制定･監督権限の不行使による

損害賠償の請求 

(現在､係争中であり､今後の予定は

未定) 

石綿国家賠償請求事件(第四

次) 

66 大阪地裁 

平 19(ﾜ)第 8279号 

規制制定･監督権限の不行使による

損害賠償の請求 

(現在､係争中であり､今後の予定は

未定) 

石綿国家賠償請求事件(第五

次) 

33 大阪地裁 

平 19(ﾜ)第 16301 号 

規制制定･監督権限の不行使による

損害賠償の請求 

(現在､係争中であり､今後の予定は

未定) 

石綿国家賠償請求事件(第六

次) 

38 大阪地裁 

平 20(ﾜ)第 6162号 

規制制定･監督権限の不行使による

損害賠償の請求 

(現在､係争中であり､今後の予定は

未定) 

石綿国家賠償請求事件(第七

次) 

33 大阪地裁 

平 20(ﾜ)第 11001 号 

規制制定･監督権限の不行使による

損害賠償の請求 

(現在､係争中であり､今後の予定は

未定) 

石綿国家賠償請求事件(第 2陣

第一次) 

225 大阪地裁 

平 21(ﾜ)第 14616 号 

規制制定･監督権限の不行使による

損害賠償の請求 

(現在､係争中であり､今後の予定は

未定) 

石綿国家賠償請求事件(第 2陣

第二次) 

165 大阪地裁 

平 22(ﾜ)第 370 号 

規制制定･監督権限の不行使による

損害賠償の請求 

(現在､係争中であり､今後の予定は

未定) 

石綿国家賠償請求事件(第 2陣

第三次) 

319 大阪地裁 

平 22(ﾜ)第 10836 号 

規制制定･監督権限の不行使による

損害賠償の請求 

(現在､係争中であり､今後の予定は

未定) 

石綿国家賠償請求事件(第 2陣

第四次) 

11 大阪地裁 

平 22(ﾜ)第 15995 号 

規制制定･監督権限の不行使による

損害賠償の請求 

(現在､係争中であり､今後の予定は

未定) 

石綿国家賠償請求事件(第 2陣

第五次) 

257 大阪地裁 

平 22(ﾜ)第 17231 号 

規制制定･監督権限の不行使による

損害賠償の請求 

(現在､係争中であり､今後の予定は

未定) 

石綿国家賠償請求事件(第 2陣

第六次) 

139 大阪地裁 

平 23(ﾜ)第 2656号 

規制制定･監督権限の不行使による

損害賠償の請求 

(現在､係争中であり､今後の予定は

未定) 



（単位：百万円） 

訴訟の略称 請求金額 事件番号 訴訟の概要 

国家賠償請求事件 15 
東京地裁平成 22 年(ﾜ)

第 17588号 

本件国家賠償請求事件は、行政庁

（神奈川社会保険事務局）が行った

保険医登録の取消処分の取消を求

めた訴訟において、行政庁の行った

行政処分は違法であるとし保険医

登録の取消処分の取消を言い渡し

た 

行政庁は訴訟を継続しても勝訴の

見込みが無いことから上訴を断念

し平成 22年 4月 28日判決が確定し

た 

これにより原告は平成 22 年 5 月 20

日東京地方裁判所に本件を提訴し

たものである 

提訴以降、5 回の口頭弁論等を経て

第 2回弁論前手続きが行われた際に

和解が提示された 

第 3 回弁論前手続きにより、和解提

案を拒絶し口頭弁論を再開するこ

ととなった（次回 10 月 4 日） 

国家賠償請求事件 27 
最高裁 

平成 23年(ｵ)第 1096号 

･審査官の不作為に対して賠償を求

めているもの 

･H23.3.22(大阪高裁判決 =国側勝

訴)､H23.4.4(控訴人上告) 

損害賠償請求事件 1 平成 22 年(ﾜ)第 670 号 
実施中の監査における損害賠償等

請求 

B 型肝炎損害賠償請求事件(集

団訴訟) 
- 

札幌地裁 平成 20 年

(ﾜ)第 809号他 14件 

集団予防接種を受け､B 型肝炎ウイ

ルスに感染･発症したことに対し

て､97 名の原告が国に損害賠償を請

求したもの 

B 型肝炎損害賠償請求事件(集

団訴訟) 
- 

東京地裁 平成 20 年

(ﾜ)第 21040 号他 14 件 

集団予防接種を受け､B 型肝炎ウイ

ルスに感染･発症したことに対し

て､89 名の原告が国に損害賠償を請

求したもの 

B 型肝炎損害賠償請求事件(集

団訴訟) 
- 

静岡地裁 平成 19 年

(ﾜ)第 374号他 6 件 

集団予防接種を受け､B 型肝炎ウイ

ルスに感染･発症したことに対し

て､26 名の原告が国に損害賠償を請

求したもの 

B 型肝炎損害賠償請求事件(集

団訴訟) 
- 

新潟地裁 平成 20 年

(ﾜ)第 1050 号他 8件 

集団予防接種を受け､B 型肝炎ウイ

ルスに感染･発症したことに対し

て､29 名の原告が国に損害賠償を請

求したもの 

B 型肝炎損害賠償請求事件(集

団訴訟) 
- 

金沢地裁 平成 21 年

(ﾜ)第 356号他 5 件 

集団予防接種を受け､B 型肝炎ウイ

ルスに感染･発症したことに対し

て､21 名の原告が国に損害賠償を請

求したもの 

B 型肝炎損害賠償請求事件(集

団訴訟) 
- 

大阪地裁 平成 20 年

(ﾜ)第 9760 号他 16件 

集団予防接種を受け､B 型肝炎ウイ

ルスに感染･発症したことに対し

て､149 名の原告が国に損害賠償を

請求したもの 

B 型肝炎損害賠償請求事件(集

団訴訟) 
- 

鳥取地裁 平成 20 年

(ﾜ)第 249号他 3 件 

集団予防接種を受け､B 型肝炎ウイ

ルスに感染･発症したことに対し

て､10 名の原告が国に損害賠償を請

求したもの 

B 型肝炎損害賠償請求事件(集

団訴訟) 
- 

松江地裁 平成 20 年

(ﾜ)第 324号他 3 件 

集団予防接種を受け､B 型肝炎ウイ

ルスに感染･発症したことに対し

て､7 名の原告が国に損害賠償を請

求したもの 

 



（単位：百万円） 

訴訟の略称 請求金額 事件番号 訴訟の概要 

B 型肝炎損害賠償請求事件(集

団訴訟) 
- 

広島地裁 平成 20年(ﾜ)

第 943 号他 12件 

集団予防接種を受け､B 型肝炎ウイ

ルスに感染･発症したことに対し

て､80 名の原告が国に損害賠償を請

求したもの 

B 型肝炎損害賠償請求事件(集

団訴訟) 
- 

福岡地裁 平成 20年(ﾜ)

第 1978 号他 13 件 

集団予防接種を受け､B 型肝炎ウイ

ルスに感染･発症したことに対し

て､203 名の原告が国に損害賠償を

請求したもの 

保険医登録取消処分取消請求

上告事件 

保険医登録取消処分取消請求

上告受理事件 

- 

･平成 22 年(行ﾂ)第 428

号 

･平成 22 年(行ﾋ)第 461

号 

･22 年 1 月 8 日大阪地裁判決(勝訴) 

･22 年 1 月 20 日大阪高裁へ控訴 

･22年 8月 27日大阪高裁判決(勝訴) 

･22年 9月 15日最高裁へ上告及び上

告受理申立 

保険医療機関指定取消処分取

消等訴訟 
- 

･平成 21 年(行ｳ)第 102

号 

･21 年 5 月 29 日大阪地裁へ提訴 

･23 年 7 月 6 日第 14回口頭弁論 

･23年 9月 30日第 15回口頭弁論(予

定) 

･判決言い渡し(時期未定) 

保険医登録取消処分取消請求

上告事件 

保険医登録取消処分取消請求

上告受理事件 

- 

･平成 22 年(行ﾂ)第 79

号 

･平成 22 年(行ﾋ)第 90

号 

･21年 1月 14日奈良地裁判決(勝訴) 

･21 年 1 月 28 日大阪高裁へ控訴 

･21 年 11 月 26 日大阪高裁判決(勝

訴) 

･21 年 12 月 10 日最高裁へ上告及び

上告受理申立 

保険医療期間指定取消処分等

取消請求事件 
- 

平成 19 年(行ｳ)第 531

号 

保険医療機関及び保険医に対して

行った保険医療機関の指定及び保

険医登録取消の処分を不服とし､そ

の取消を求めるもの 

(注 1) 訴訟の見込、結果にかかわらず、平成 23 年 3 月 31日現在の請求金額を記載している。 

（注 2） 請求金額が 1 百万円以上の件名を記載している。 

（注 3） 金額欄は、国が敗訴した場合に、国が支払う（見込み）額とし、金額が不明な場合は「－」を記載している。 

 

３ 翌年度以降支出予定額 

 歳出予算の繰越し 

歳出予算の繰越しに係る翌年度の支出予定額 36,319百万円 

 

2 国庫債務負担行為 

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 20,339百万円 

 

４ 追加情報 

 出納整理期間 

出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としている。 

 

2 業務費用計算書における収益の計上 

・「資産処分損益」において、固定資産の処分益 11,511百万円が計上されている。 

 

3 表示科目の説明 

① 貸借対照表 

ア 資産の部 

・「現金・預金」には、日本銀行預金を計上している。 



・「たな卸資産」には、主に医薬品、検定検査標準品を計上している。 

・「未収金」には、子ども手当返納金債権等を計上している。 

・「前払金」には、労働保険特別会計に対する国庫負担金を計上している。 

・「前払費用」には、自賠責保険料の次年度以降の期間に属する額を計上している。 

・「貸付金」には、母子寡婦福祉貸付金等を計上している。 

・「その他の債権等」には、財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への前渡不動産等を計上して

いる。 

・「貸倒引当金」には、徴収停止債権、履行期限到来債権について回収不能見込額を計上している。 

・「国有財産（公共用財産を除く）」には、建設仮勘定を除き、国有財産台帳価格を計上している。 

・「土地」には、主に合同庁舎に係る敷地を計上している。 

・「立木竹」には、主に樹木を計上している。 

・「建物」には、主に合同庁舎に係る建物を計上している。 

・「工作物」には、主に建物に対する構築物を計上している。 

・「船舶」には、主に検疫所所有の船を計上している。 

・「建設仮勘定」には、主に本会計年度では完了していない工事に係る工事代金を計上している。 

・「物品」には、取得価格(見積価格)が 50万円以上の物品について、取得価格から減価償却費相当

額を控除した後の価額で計上している。 

・「無形固定資産」には、電話加入権については取得価額、ソフトウェアについては取得に要した費

用から減価償却費相当額を控除した後の価額で計上している。 

・「出資金」には、国有財産として管理されている政府出資のうち、政策目的をもって保有している

ものを計上している。 

イ 負債の部 

・「未払金」には、年金特別会計の国庫負担金等を計上している。 

・「保管金等」には、年度末における歳入歳出外現金出納官吏が取り扱う入札保証金及び契約保証金

を計上している。 

・「賞与引当金」には、6月支給の期末手当、勤勉手当に係る本会計年度分を計上している。 

・「退職給付引当金」には、退職手当のほか、国家公務員災害補償年金及び整理資源（昭和 34年 10

月以前の恩給公務員期間に係る給付）に係る退職給付のうち本会計年度末に発生していると認め

られる額を計上している。 

・「他会計繰入未済金」には、年金特別会計へ繰り入れることとされている額を計上している。 

・「その他の債務等」には、財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定に対する未渡不動産等を計上

している。 

② 業務費用計算書 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員等に係るもの（職員の

手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費･委託費」に該当

するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額に、児童手当及び子ども手当の未払

金や退職手当、賞与及び国家公務員災害補償年金に関する引当金等の発生主義による調整を行った

ものを計上している。 

・「賞与引当金繰入額」には、6月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当該年度に帰属す

る部分を計上している。 

・「退職給付引当金繰入額」には、退職給付引当金への繰入額を計上している。 

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条第 1 項に規定する補助金等に該当するものを計上し

ている。 

・「委託費等」には、分担金、委託費、交付金（運営費交付金及び国有資産所在市町村交付金を除く）、

補給金及び拠出金を計上している。 



・「独立行政法人運営費交付金」には、「独立行政法人通則法」第 46条に基づき、独立行政法人に交付

した運営費交付金を計上している。 

・「年金特別会計への繰入」には、年金業務に充当するため一般会計が負担する額を計上している。 

・「船員保険特別会計への繰入」には、船員保険業務に充当するため一般会計が負担する額を計上して

いる。 

・「労働保険特別会計への繰入」には、労働保険業務に充当するため一般会計が負担する額を計上して

いる。 

・「国立高度専門医療センター特別会計への繰入」には、病院業務に充当するため一般会計が負担する

額を計上している。 

・「庁費等」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当するもののうち、他の科目

で計上されていないものであって資産計上されていないものを計上している。 

・「その他の経費」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当するもの並びに単独の

科目で表示するには金額の尐ないもの等を計上している。 

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。 

・「貸倒引当金繰入額」には、債権等の貸倒れに伴う費用及び損失の見込額のうち、当該年度に係る額

を計上している。 

・「資産処分損益」には、固定資産の売却、除却及び有償譲渡等の処分に伴い生じた損益を計上してい

る。 

③ 資産･負債差額増減計算書 

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表における「資産・負債差額」を計上している。 

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」を計上している。 

・「主管の財源」には、厚生労働省主管の財源となる診療収入等を計上している。 

・「配賦財源」には、厚生労働省所管歳入歳出決算上の支出済歳出額と収納済歳入額との差額を計上し

ている。 

・「無償所管換等」には、出資金返還に伴う財務省への移管額、国立高度専門医療センター特別会計の

廃止に伴う移管額及び国有財産の無償所管換等を計上している。 

・「資産評価差額」には、出資金の評価差額（強制評価減に係るものを除く）及び国有財産の台帳価格

の改定に伴う評価差額等を計上している。 

・「その他資産・負債差額の増減」には、その他事由により生じた資産・負債差額の増減額を計上して

いる。 

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」を計上している。 

④ 区分別収支計算書 

ア 業務収支 

・「主管の収納済歳入額」には、厚生労働省主管の歳入を計上している。 

・「配賦財源」には、厚生労働省所管歳入歳出決算上の支出済歳出額と収納済歳入額との差額を計上

している。 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員に係るもの（職員の

手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費･委託費」に

該当するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額を計上している。 

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費･委託費」に該当するもののうち、「補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第 1項で規定する補助金等に該当する支出額を計

上している。 

・「委託費等」には、分担金、委託費、交付金（運営費交付金及び国有資産所在市町村交付金を除く）、

補給金及び拠出金を計上している。 

・「独立行政法人運営費交付金」には、「独立行政法人通則法」第 46条に基づき、独立行政法人に交

付した運営費交付金を計上している。 



・「年金特別会計への繰入」には、年金業務に充当するため一般会計が負担する額を計上している。 

・「船員保険特別会計への繰入」には、船員保険業務に充当するため一般会計が負担する額を計上し

ている。 

・「労働保険特別会計への繰入」には、労働保険業務に充当するため一般会計が負担する額を計上し

ている。 

・「国立高度専門医療センター特別会計への繰入」には、病院業務に充当するため一般会計が負担す

る額を計上している。 

・「貸付による支出」には、母子寡婦福祉貸付等の貸付に係る支出を計上している。 

・「庁費等の支出」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当の支出のうち、施

設整備支出に計上されないもので他の科目で計上されていないものを計上している。 

・「出資による支出」には、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人国立がん研究センター及び独

立行政法人国立循環器病研究センターに対する政府出資のために支出した額並びに株式会社日

本政策金融公庫に対する出資のために財務省へ支出した額を計上している。 

・「その他の支出」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当する支出並びに単独

の科目で表示するには金額の尐ないもの等を計上している。 

・「土地に係る支出」には、合同庁舎等に係る土地の取得に要する支出を計上している。 

・「立木竹に係る支出」には、立木竹の取得に要する支出を計上している。 

・「建物に係る支出」には、合同庁舎等の建物の取得に要する支出を計上している。 

・「工作物に係る支出」には、建物等に対する構築物の取得に要する支出を計上している。 

・「建設仮勘定に係る支出」には、年度をまたぐ工事に要する支出を計上している。 

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。 

イ 本年度収支以下の区分 

・「その他歳計外現金・預金本年度末残高」には、本年度末における入札保証金及び契約保証金を 

計上している。 

・「本年度末現金･預金残高」には、「その他歳計外現金・預金本年度末残高」を計上している。 

計上額は、貸借対照表の現金・預金と一致している。 

  

4 その他省庁の財務内容を理解するために特に必要と考えられる情報 

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

② 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示している。 

③ 重要な過年度の会計処理の誤謬の修正 

ア 前年度の貸借対照表において、退職給付引当金の計上額に誤りがあったため、本年度において修 

正を行った。この修正により、本年度の貸借対照表において、退職給付引当金が 17,039百万円減尐 

している。また資産・負債差額増減計算書において、無償所管換等が 17,039百万円増加している。 



附属明細書 

 

１ 貸借対照表の内容に関する明細 

 資産項目の明細 

① 現金・預金の明細 

（単位：百万円）

内容 本年度末残高

政府預金（日本銀行預金） 20

合計 20  

 

② たな卸資産の明細 

（単位：百万円）

種類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減尐額 評価差額 強制評価減 本年度末残高

医薬品（緊急時備蓄用） 26,233 4,608 25,957 - - 4,884

医薬品（病院等患者提供用） 99 917 925 - - 91

食料品（病院等患者提供用） 36 512 512 - - 35

血清等製造（感染研） 1,400 228 228 - - 1,400

技師装具製造（リハセン） 3 38 36 - - 4

その他 11 156 156 - - 10

合計 27,785 6,461 27,818 - - 6,428  

 

③ 未収金の明細 

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

返納金債権 地方公共団体、個人等 12,225

その他 231

合計 12,456  
 

④ 前払金の明細 

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

雇用保険国庫負担金 労働保険特別会計雇用勘定 40,417

合計 40,417  

 

⑤ 貸付金の明細 

（単位：百万円）

貸付先 前年度末残高 本年度増加額 本年度減尐額 本年度末残高 貸付事由等

地方公共団体 142,886 5,037 1,719 146,205
「母子及び寡婦福祉法」に基づく

貸付金

地方公共団体 17,325 26 1,684 15,667
「災害弔慰金の支給等に関する法

律」に基づく貸付金

地方公共団体 11 - 4 6
「消費者生活協同組合資金の貸付

に関する法律」に基づく貸付金

合計 160,223 5,064 3,408 161,879  

 



⑥ その他の債権等の明細 

（単位：百万円）

債権の種類 相手先 本年度末残高 債権の内容等

特別会計への前渡不動産
財政投融資特別会計特定国有

財産整備勘定
326

新施設の引渡しを受けていない

が、旧施設を相手先に引継いだも

の

臨時軍事費特別会計整理収入

関係
在外会社・閉鎖機関等 12 臨時軍事費特別会計関係

合計 339  

 

⑦ 貸倒引当金の明細 

（単位：百万円）

前年度末残高 本年度増減額 本年度末残高 前年度末残高 本年度増減額 本年度末残高

未収金 6,980 5,476 12,456 282 2,850 3,133

徴収停止債権 31 - 31 31 - 31

履行期限到来等債権 503 5,700 6,203 251 2,850 3,101

上記以外の債権 6,446 △ 224 6,221 - - -

貸付金 160,223 1,655 161,879 - - -

徴収停止債権 - - - - - -

履行期限到来等債権 - - - - - -

上記以外の債権 160,223 1,655 161,879 - - -

その他の債権 12 - 12 6 - 6

徴収停止債権 - - - - - -

履行期限到来等債権 12 - 12 6 - 6

上記以外の債権 - - - - - -

合計 167,216 7,131 174,348 289 2,850 3,139

徴収停止債権に

ついては、全額

を貸倒見積額と

して計上してい

る。

履行期限到来等

債権について

は、50%を回収

不能見込額とし

て計上してい

る。

注　その他の債権等に係る貸付金等の残高については、特定固有財産整備特別会計に対する前渡不動産を除外している。

区分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

摘要

 

 



⑧ 固定資産の明細 

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減尐額
本年度減価償

却額

評価差額

(本年度発生

分)

本年度末残高

（有形固定資産）

国有財産（公共用財産除く） 415,386 42,430 36,812 8,054 △ 29,863 383,086

行政財産 415,357 39,469 35,209 8,054 △ 31,205 380,358

土地 251,525 17,107 18,693 - △ 11,084 238,856

立木竹 445 26 33 - △ 21 416

建物 98,317 12,461 10,402 4,408 △ 2,163 93,805

工作物 57,199 7,778 4,808 3,624 △ 17,931 38,613

船舶 172 - 7 20 △ 3 140

建設仮勘定 7,697 2,094 1,264 - - 8,527

普通財産 28 2,961 1,603 0 1,341 2,727

土地 14 2,882 1,532 - 1,361 2,726

立木竹 - 0 0 - - -

建物 1 43 30 - △ 13 1

工作物 0 28 23 0 △ 4 0

船舶 11 7 17 - △ 1 -

物品 15,434 2,508 489 3,083 - 14,370

小計 430,820 44,938 37,301 11,137 △ 29,863 397,456

（無形固定資産）

国有財産 1 - - - - 1

行政財産 1 - - - - 1

著作権及び特許権等 1 - - - - 1

ソフトウェア 1,863 172 227 603 - 1,205

電話加入権 85 0 3 - - 82

小計 1,950 173 231 603 - 1,289

合計 432,771 45,112 37,532 11,740 △ 29,863 398,746  
 



⑨ 出資金の明細 

ア 出資金の増減の明細 

（単位：百万円）

法人名等 前年度末残高
評価差額の

戻入
本年度増加額 本年度減尐額

評価差額（本

年度発生分）
強制評価減 本年度末残高

○独立行政法人

国立病院機構 412,822 △ 217,214 17,350 - 268,333 - 481,291

医薬品医療機器総合機構

（審査等勘定） 1,184 △ 1,184 - - 3,965 - 3,965

国立重度知的障害者総合施設

のぞみの園
13,302 1,886 - - △ 2,188 - 13,001

福祉医療機構

（一般勘定） 4,445 1,088 278,710 278,995 1,434 - 6,683

（長寿・子育て・障害者基金

勘定）
289,212 △ 10,502 - 278,710 - - -

労働政策研究・研修機構

（一般勘定） 646 △ 155 - - 136 - 626

労働安全衛生総合研究所

（一般勘定） 46 △ 42 - - 290 - 294

高齢・障害者雇用支援機構

（高齢・障害者雇用支援勘

定）
14 1 - - △ 1 - 13

（障害者職業能力開発勘定） 8 △ 8 - - 9 - 9

（障害者雇用納付金勘定） 631 71 - - △ 178 - 524

国立国際医療研究センター - - 50,363 - 19,805 - 70,168

国立成育医療研究センター - - 24,876 - 14,646 - 39,522

国立精神・神経医療研究セン

ター
- - 27,412 - 10,081 - 37,494

国立がん研究センター - - 66,899 - 30,369 - 97,269

国立循環器病センター - - 24,568 - 7,878 - 32,446

国立長寿医療研究センター - - 7,721 - 2,370 - 10,092

医薬基盤研究所 17,985 2,899 - 26 △ 4,037 - 16,820

合計 740,300 △ 223,160 497,900 557,732 352,916 - 810,225  

 

イ 市場価格のない出資金の純資産額等の明細 

(単位：百万円）

出資先
資産

(A)

負債

(B)

純資産額

(C=A-B)

資本金

(D)

一般会計から

の出資累計額

(E)

出資割合

(F=E/D) %

純資産額に

よる算出額

(G=C×F)

貸借対照表計

上額（国有財

産台帳価格）

使用財務諸表

○独立行政法人

国立病院機構 1,277,071 795,779 481,291 212,958 212,958 100% 481,291 481,291 法定財務諸表

医薬品医療機器総合機構

（審査等勘定） 15,841 11,875 3,965 1,179 1,179 100% 3,965 3,965 法定財務諸表

国立重度知的障害者総合施

設のぞみの園
14,713 1,712 13,001 15,189 15,189 100% 13,001 13,001 法定財務諸表

福祉医療機構

（一般勘定） 3,043,664 3,036,981 6,683 5,249 5,249 100% 6,683 6,683 法定財務諸表

労働政策研究・研修機構

（一般勘定） 986 359 626 490 490 100% 626 626 法定財務諸表

労働安全衛生総合研究所

（一般勘定） 718 423 294 3 3 100% 294 294 法定財務諸表

高齢・障害者雇用支援機構

（高齢・障害者雇用支援勘

定）
19,394 9,017 10,376 11,392 15 0% 13 13 法定財務諸表

（障害者職業能力開発勘

定）
444 435 9 30 30 100% 9 9 法定財務諸表

（障害者雇用納付金勘定） 18,300 17,775 524 703 703 100% 524 524 法定財務諸表

国立国際医療研究センター 97,018 26,849 70,168 67,888 67,888 100% 70,168 70,168 法定財務諸表

国立成育医療研究センター 55,115 15,593 39,522 36,485 36,485 100% 39,522 39,522 法定財務諸表

国立精神・神経医療研究セ

ンター
44,152 6,657 37,494 37,329 37,329 100% 37,494 37,494 法定財務諸表

国立がん研究センター 124,143 26,873 97,269 91,662 91,662 100% 97,269 97,269 法定財務諸表

国立循環器病センター 40,185 7,738 32,446 28,691 28,691 100% 32,446 32,446 法定財務諸表

国立長寿医療研究センター 14,159 4,067 10,092 10,333 10,333 100% 10,092 10,092 法定財務諸表

医薬基盤研究所 法定財務諸表

（開発振興勘定） 20,938 4,117 16,820 20,858 20,858 100% 16,820 16,820 法定財務諸表

合計 4,786,849 3,966,260 820,588 540,448 529,070 810,225 810,225  



（注）　以下の出資金については、過年度において強制評価減を実施している。

(単位：百万円）

出資先
一般会計から

の出資累計額

貸借対照表計

上額

強制評価減

実施累計額

○独立行政法人

高齢・障害者雇用支援機構

（障害者職業能力開発勘

定）
30 9 30

医薬品医療機器総合機構

（審査等勘定） 1,179 3,965 1,179

合計 1,209 3,974 1,209

平成16年度及び平成17年度

強制評価減

実施年度

平成16年度

 

 

2 負債項目の明細 

① 未払金の明細 

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

子ども手当 地方公共団体等 263

その他 地方公共団体等 340,311

合計 340,575  
 

② 退職給付引当金の明細 

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

退職手当に係る引当金 205,183 13,792 4,203 195,594

整理財源に係る引当金 101,466 12,568 22,526 111,424

国家公務員災害補償年金に係

る引当金
1,480 - 124 1,604

合計 308,130 26,361 26,853 308,623  

 

③ 他会計繰入未済金の明細 

（単位：百万円）

債務の種類 相手先 本年度末残高

厚生手当国庫負担金 年金特別会計 943,811

子ども手当国庫負担金 年金特別会計 293,816

国民年金国庫負担金 年金特別会計 11,004

福祉年金国庫負担金 年金特別会計 1,436

繰延・厚生保険特別会計 年金特別会計（厚生年金勘定） 2,635,000

繰延・国民年金特別会計 年金特別会計（国民年金勘定） 445,400

国に対する債務 年金特別会計（厚生年金勘定） 1,040,221

国に対する債務 年金特別会計（国民年金勘定） 291,844

合計 5,662,535  

 

④ その他の債務等の明細 

（単位：百万円）

債務の種類 相手先 本年度末残高

特別会計への未渡不動産
財政投融資特別会計特定国有財

産整備勘定
1,311

合計 1,311  



２ 業務費用計算書の内容に関する明細 

 組織別の業務費用の明細 

（単位：百万円）

厚生労働本省 検疫所
国立ハンセン

病療養所

厚生労働本省

試験研究機関

国立厚生擁護

機関
地方厚生局

人件費 63,599 4,533 14,491 5,302 4,132 9,293

賞与引当金繰入額 4,225 302 965 353 275 619

退職給付引当金繰入額 8,710 622 1,990 728 567 1,276

補助金等 15,910,204 - - - - -

委託費等 140,549 - - - - -

独立行政法人運営費交付金 99,137 - - - - -

年金特別会計への繰入 11,869,032 - - - - -

労働保険特別会計への繰入 174,728 - - - - -

庁費等 102,902 4,056 13,220 6,432 4,169 3,555

その他の経費 152,860 57 494 66 246 1,157

減価償却費 11,740 - - - - -

貸倒引当金戻入額 2,850 - - - - -

資産処分損益 △ 11,511 - - - - -

本年度業務費用合計 28,529,030 9,572 31,161 12,883 9,390 15,902  

（単位：百万円）

都道府県労働

局
中央委員会 合計

人件費 68,645 917 170,916

賞与引当金繰入額 4,573 61 11,376

退職給付引当金繰入額 9,427 125 23,448

補助金等 - - 15,910,204

委託費等 - - 140,549

独立行政法人運営費交付金 - - 99,137

年金特別会計への繰入 - - 11,869,032

労働保険特別会計への繰入 - - 174,728

庁費等 3,682 189 138,209

その他の経費 10,176 246 165,306

減価償却費 - - 11,740

貸倒引当金戻入額 - - 2,850

資産処分損益 - - △ 11,511

本年度業務費用合計 96,507 1,540 28,705,988  



2 補助金等の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）医療提供体制確保対

策費

（目）中毒情報基盤整備事

業費補助金

財団法人中毒情報セン

ター
14

中毒情報に関するデータベース整備に要する費

用を補助するため

（項）医療提供体制確保対

策費

（目）医療施設運営費等補

助金

地方公共団体 2,202
医療施設の運営等に要する費用の一部を補助す

るため

（項）沖縄保健衛生諸費

（目）無医地区医師派遣費

等補助金

地方公共団体 228

｢沖縄振興特別措置法｣第105条第3項に基づき､無

医地区医師派遣事業に要する費用の一部を補助

するため

（項）沖縄保健衛生施設整

備費

（目）医療施設等施設整備

費補助金

医療施設等 1,057
沖縄県の医療施設等の施設整備事業に要する費

用の一部を補助するため

（項）医療従事者等確保対

策費

（目）医療関係者養成確保

対策費等補助金

都道府県 4,650
看護師等養成所の運営に要する経費の一部を補

助するため

（項）医療従事者等確保対

策費

（目）医療関係者研修費等

補助金

社団法人日本看護協会等 141
中央ナースセンターの運営に要する経費の一部

を補助するため

（項）医療従事者資質向上

対策費

（目）医療関係者研修費等

補助金

社団法人日本看護協会等 71
医療関係者の研修に要する費用の一部を補助す

るため

（項）医療従事者資質向上

対策費

（目）臨床研修費等補助金

公私立大学病院、臨床研

修病院
18,854

医師･歯科医師の臨床研修において､研修医が適

切な指導体制の下で研修を実施するための経費

を補助するため

（項）医療情報化推進費

（目）地域診療情報連携推

進費補助金

特定医療法人白石脳神経

外科病院、特定医療法人

康和会札幌白樺台病院

他

486
医療機関のネットワーク化に関する事業の実施

等に要する費用の一部を補助するため

（項）医療安全確保推進費

（目）医療施設運営費等補

助金

財団法人日本医療機能評

価機構、一般社団法人日

本医療安全調査機構

361
医療安全対策等に要する費用の一部を補助する

ため

（項）医療安全確保推進費

（目）病院機能評価支援事

業費補助金

財団法人日本医療機能評

価機構
25

病院機能評価調査者の育成及び研究事業に要す

る費用の一部を補助するため

（項）独立行政法人国立病

院機構施設整備費

（目）独立行政法人国立病

院機構施設整備費補助金

独立行政法人国立病院機

構
2,363

独立行政法人国立病院機構が施行する研究施設

等の施設整備事業に要する費用の一部を補助す

るため

（項）感染症対策費

（目）結核研究所補助金
公益財団法人結核予防会 456

結核に係る調査研究､人材育成､国際協力に要す

る経費を補助するため

（項）感染症対策費

（目）政府開発援助結核研

究所補助金

公益財団法人結核予防会 16
結核に係る国際協力に必要な派遣職員に対する

研修等に要する経費を補助するため

（項）感染症対策費

（目）予防接種対策費補助

金

財団法人予防接種リサー

チセンター
40

予防接種健康被害者に対しての相談指導や情報

提供に必要な経費の一部を補助するため

（項）感染症対策費

（目）疾病予防対策事業費

等補助金

都道府県、政令市、特別

区、独立行政法人
12,062

地方公共団体等が行う各感染症対策事業に必要

な経費の一部を補助するため

（項）感染症対策費

（目）医療施設運営費等補

助金

都道府県、民間団体等 688
感染症指定医療機関の運営に要する費用の一部

を補助するため

（項）感染症対策費

（目）結核医療費補助金

都道府県、政令市、特別

区
288

結核の一般患者に対する医療に要する費用の一

部を補助するため

（項）感染症対策費

（目）新型インフルエンザ

ワクチン接種助成費臨時補

助金

都道府県 10,063

地方公共団体が行う新型インフルエンザワクチ

ン接種費用の助成に要する経費の一部を補助す

るため

（項）特定疾患等対策費

（目）厚生労働科学研究費

補助金

都道府県 27,544
都道府県が実施する｢特定疾患治療研究事業｣に

必要な経費の一部を補助するため

（項）特定疾患等対策費

（目）難病等情報提供事業

費補助金

財団法人難病医学研究財

団

財団法人日本アレルギー

協会

45

事業の成果､専門医･専門医療機関の所在､治療方

針及び症例等の情報を収集･整理し､患者や家族､

医療関係者等に対する情報の提供を行うために

必要な経費を補助するため

＜補助金＞

 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）特定疾患等対策費

（目）疾病予防対策事業費

等補助金

都道府県、政令市、特別

区、独立行政法人
1,127

地方公共団体等が行う各保健･疾病対策事業(保

健事業､疾病予防事業､予防接種対策事業等)に必

要な経費の一部を補助するため

（項）特定疾患等対策費

（目）ハンセン病療養所費

補助金

財団法人神山復生病院、

社会福祉法人聖母会待労

院診療所

238

｢ハンセン病問題の解決の促進に関する法律｣第9

条に基づき､国立のハンセン病療養所における入

所者の医療と福祉に係る措置と同様に､私立療養

所の入所者の処遇の継続を図るために必要な経

費を補助するため

（項）移植医療推進費

（目）移植対策事業費補助

金

日本赤十字社、社団法人

日本臓器移植ネットワー

ク、財団法人骨髄移植推

進財団

2,516

骨髄提供希望者のHLAの検査･登録及び臓器の移

植を円滑に推進するための経費等の一部を補助

するため

（項）原爆被爆者等援護対

策費

（目）放射線影響研究所補

助金

財団法人放射線影響研究

所
2,139

財団法人放射線影響研究所が行う原爆放射能影

響調査研究等に要する経費の一部を補助するた

め

（項）原爆被爆者等援護対

策費

（目）老人保健事業推進費

等補助金

広島県、広島市、坂町、

長崎県、長崎市、長与

町、時津町

1,586

高齢化が進み健康面等様々な不安を抱える原爆

被爆者に対し､原爆被爆者特別事業を実施するた

めの助成を行うとともに､原爆被爆者医療費に係

る地方公共団体の負担増を緩和するため

（項）原爆被爆者等援護対

策費

（目）原爆被爆者保健福祉

施設運営費等補助金

都道府県、広島市、長崎

市
4,386

｢原子爆弾被爆者援護法｣第37条､第38条､第39条

等に基づき､原爆被爆者の福祉向上のための事業

等に要する経費の一部を補助するため

（項）原爆被爆者等援護対

策費

（目）原爆症認定集団訴訟

原告支援事業費補助金

一般社団法人　原爆症認

定集団訴訟原告支援事業

実施法人

297

原爆症認定集団訴訟の原告に係る問題の解決の

ための支援事業を行う一般社団法人に対し基金

の造成に必要な経費を交付するため

（項）医薬品安全対策等推

進費

（目）医薬品等健康被害対

策事業費補助金

財団法人友愛福祉財団 95

エイズ患者遺族等相談事業及びヤコブ病サポー

トネットワーク事業に要する費用を補助するた

め

（項）医薬品安全対策等推

進費

（目）医薬品副作用等被害

救済事務費補助金

独立行政法人医薬品医療

機器総合機構
744

｢独立行政法人医薬品医療機器総合機構法｣に基

づく､機構の副作用や感染等による健康被害に関

する事務処理に必要な費用を一部補助するため

（項）医薬品適正使用推進

費

（目）医療関係者研修費等

補助金

社団法人日本病院薬剤師

会
112

医療関係者の研修､講習会等に要する費用の一部

を補助するため

（項）医薬品適正使用推進

費

（目）医療施設運営費等補

助金

財団法人日本医療機能評

価機構
37

薬局におけるヒヤリ･ハット事例の収集及び分析

に要する費用を補助するため

（項）血液製剤対策費

（目）血液確保事業等補助

金

日本赤十字社、財団法人

友愛福祉財団
972

日本赤十字社の実施する血液事業に要する費用

の一部を補助するため等

（項）重要医薬品供給確保

対策費

（目）ワクチン製造設備整

備費補助金

デンカ生研株式会社 446
ワクチンの製造設備整備等に要する費用の一部

を補助するため

（項）医薬品等研究開発推

進費

（目）医療施設運営費等補

助金

医療機関等 1,069
治験拠点病院の治験環境の充実を図るとともに

関連病院への情報提供等の補助のため

（項）医療提供体制基盤整

備費

（目）医療施設等設備整備

費補助金

地方公共団体 774
医療施設等の設備整備事業に要する費用の一部

を補助するため

（項）医療提供体制基盤整

備費

（目）医療施設等施設整備

費補助金

地方公共団体 385
医療施設等の施設整備事業に要する費用の一部

を補助するため

（項）医療提供体制基盤整

備費

（目）医療提供体制推進事

業費補助金

地方公共団体 27,775
医療施設の運営･設備整備事業等に要する費用の

一部を補助するため

（項）医療保険給付諸費

（目）高齢者医療制度円滑

運営事業費補助金

地方公共団体、国民健康

保険組合、社団法人国民

健康保険中央会

728
高齢者医療制度に係る事業の円滑な運営に資す

るために必要な経費を補助するため
 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）医療保険給付諸費

（目）健康保険組合給付費

等臨時補助金

健康保険組合 1,554
保険財政の基盤が脆弱な健康保険組合に対し､保

険給付等に要する費用を補助するため

（項）医療保険給付諸費

（目）全国健康保険協会保

険給付費補助金

全国健康保険協会 831,156

｢健康保険法｣第151条､第153条及び第154条並び

に｢船員保険法｣第113条に基づき､保険給付費の

一部等を補助するため

（項）医療保険給付諸費

（目）国民健康保険組合特

別対策費等補助金

国民健康保険組合 8,688

国民健康保険事業の円滑かつ健全な運営に資す

るため､医療費適正化特別対策事業及び適用の適

正化特別対策事業の実施等に必要な費用を補助

するため

（項）医療保険給付諸費

（目）国民健康保険組合老

人保健医療費拠出金補助金

国民健康保険組合 598

｢国民健康保険法｣第73条に基づき､老人保健医療

費拠出金の納付に要する費用の一部を補助する

ため

（項）医療保険給付諸費

（目）国民健康保険組合療

養給付費補助金

国民健康保険組合 218,498
｢国民健康保険法｣第73条等に基づき､医療給付費

の一部を補助するため

（項）医療保険給付諸費

（目）全国健康保険協会老

人保健医療費拠出金補助金

全国健康保険協会 5

｢健康保険法｣第153条に基づき､老人保健医療費

拠出金の納付に要する費用の一部を補助するた

め

（項）医療保険給付諸費

（目）後期高齢者医療制度

事業費補助金

後期高齢者医療広域連合 5,654
後期高齢者医療制度の安定的な制度の運営に資

するために必要な経費を補助するため

（項）医療保険給付諸費

（目）後期高齢者医療制度

関係業務事業費補助金

社団法人国民健康保険中

央会、国民健康保険団体

連合会

1,718
後期高齢者医療制度に係る事業の円滑な運営に

資するために必要な経費を補助するため

（項）医療保険給付諸費

（目）国民健康保険団体連

合会等補助金

国民健康保険団体連合

会、社団法人国民健康保

険中央会

6,896

｢国民健康保険法｣第74条に基づき､診療報酬の適

正な審査と迅速な支払い等に必要な費用の一部

を補助するため

（項）医療保険給付諸費

（目）全国健康保険協会後

期高齢者医療費支援金補助

金

全国健康保険協会 202,039

｢健康保険法｣第153条及び第154条に基づき､後期

高齢者支援金等の納付に要する費用の一部を補

助するため

（項）医療保険給付諸費

（目）国民健康保険組合後

期高齢者医療費支援金補助

金

国民健康保険組合 62,908
｢国民健康保険法｣第73条に基づき､後期高齢者支

援金の納付に要する費用の一部を補助するため

（項）医療保険給付諸費

（目）医療施設等設備整備

費補助金

社会保険診療報酬支払基

金
4,128

レセプトオンライン化の推進を図ることを目的

として､保険医療機関･保険薬局が行う設備整備

に係る費用を補助するため

（項）医療保険給付諸費

（目）高齢者医療運営円滑

化等補助金

健康保険組合、共済組

合、社会保険診療報酬支

払基金、健康保険組合連

合会、東京都総合組合保

健施設振興協会

32,948

高齢者医療制度の基盤の安定を図るため､被用者

保険の保険者が拠出する後期高齢者支援金等の

一部を補助するため

（項）医療保険給付諸費

（目）国民健康保険出産育

児一時金補助金

地方公共団体 3,687

国民健康保険事業運営の安定化を図ること及び

出産育児一時金の医療機関等への直接支払制度

と一体の緊急の尐子化対策に資するために必要

な経費を補助するため

（項）医療費適正化推進費

（目）全国健康保険協会病

床転換支援金補助金

全国健康保険協会 0

｢健康保険法｣附則第4条の4により読み替えられ

た同法第153条及び第154条に基づき､病床転換支

援金の納付に要する費用の一部を補助するため

（項）医療費適正化推進費

（目）全国健康保険協会特

定健康診査・保健指導補助

金

全国健康保険協会 3,182

｢健康保険法｣第154条の2に基づき､特定健診･特

定保健指導の実施に要する費用の一部を補助す

るため

（項）医療費適正化推進費

（目）健康保険組合特定健

康診査・保健指導補助金

健康保険組合 3,655

｢健康保険法｣第154条の2に基づき､特定健診･特

定保健指導の実施に要する費用の一部を補助す

るため

（項）医療費適正化推進費

（目）国民健康保険組合特

定健康診査・保健指導補助

金

国民健康保険組合 955

｢国民健康保険法｣第74条に基づき､特定健診･特

定保健指導の実施に要する費用の一部を補助す

るため

（項）地域保健対策費

（目）地域保健活動推進費

補助金

財団法人日本公衆衛生協

会
181

地域保健の推進のため､全国規模での地域保健

サービスの客観的なニーズの把握や妥当性の検

証､地域保健活動の成果の普及に必要な経費を補

助するため  



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）地域保健対策費

（目）疾病予防対策事業費

等補助金

都道府県、政令市、特別

区、市町村
90

地域住民の健康保持及び増進を図るため､地域保

健対策を総合的に推進することが必要であるこ

とから､保健指導技術の向上､地域保健と職域保

健の連携の促進等､地域保健活動の一層の充実を

図るために必要な経費を補助するため

（項）地域保健対策費

（目）保健衛生施設等設備

整備費補助金

都道府県、市町村、認可

法人、社会福祉、医療・

学校法人、独立行政法人

等

1,888

都道府県等が行う感染症指定医療機関､エイズ治

療拠点病院､食肉衛生検査所及び市場衛生検査所

等の設備整備に要する経費の一部を補助するこ

とにより､地域住民の健康増進及び疾病の予防

等､公衆衛生の向上を図るため

（項）保健衛生施設整備費

（目）保健衛生施設等施設

整備費補助金

都道府県、市町村、社

団、財団法人、社会福

祉、医療・学校法人・組

合等

1,085

都道府県等が行う感染症指定医療機関､エイズ治

療個室等の施設､結核患者収容モデル病室及び精

神科病院等の施設整備に要する経費の一部を補

助することにより､地域住民の健康増進及び疾病

の予防等､公衆衛生の向上を図るため

（項）健康増進対策費

（目）国民健康づくり運動

推進事業費補助金

財団法人日本食生活協会 99

･食生活改善推進員等の活動を支援し､健康で豊

かな地域社会の実現に資するための経費等を補

助するため

（項）健康増進対策費

（目）疾病予防対策事業費

等補助金

地方公共団体、がん診療

連携拠点病院
15,177

市町村において､住民の健康増進に資することを

目的とする健康増進事業を実施するための経費

を補助及び､がん医療水準の｢均てん化｣を図るた

めにがん診療連携拠点病院の機能強化に資する

補助等のため

（項）健康危機管理推進費

（目）疾病予防対策事業費

等補助金

都道府県、政令市、特別

区
7

健康危機事例発生の未然防止､あるいはその拡大

の抑制など､有事のみならず平時からの備えと事

後の迅速かつ的確な対応のため､保健所を中核と

する体制の整備や緊急時に求められる保健活動

への対応など地域における健康危機管理対策の

強化を図るために必要な経費を補助するため

（項）水道施設整備費

（目）水道施設整備費補助
地方公共団体 53,052

安全で良質な水道水の安定供給､地震･渇水に強

い水道づくり等を推進するための水道施設整備

に要する経費の一部を補助するため

（項）水道施設整備費

（目）水道施設災害復旧費

補助

地方公共団体 368
災害により被害を受けた地域の水道施設の復旧

事業に要する経費の一部を補助するため

（項）水資源開発事業費

（目）水道水源開発施設整

備費補助

独立行政法人水資源機構 6,970

安全で良質な水道水の安定供給､地震･渇水に強

い水道づくり等を推進するための水道水源開発

の施設整備に要する経費の一部を補助するため

（項）北海道開発事業費

（目）水道施設整備費補助
地方公共団体 5,320

安全で良質な水道水の安定供給､地震･渇水に強

い水道づくり等を推進するための北海道の水道

施設整備に要する経費の一部を補助するため

（項）離島振興事業費

（目）水道施設整備費補助
地方公共団体 2,291

安全で良質な水道水の安定供給､地震･渇水に強

い水道づくり等を推進するための離島の水道施

設整備に要する経費の一部を補助するため

（項）沖縄開発事業費

（目）水道施設整備費補助
地方公共団体 15,294

安全で良質な水道水の安定供給､地震･渇水に強

い水道づくり等を推進するための沖縄の水道施

設整備に要する経費の一部を補助するため

（項）生活衛生対策費

（目）生活衛生振興助成費

等補助金

財団法人全国生活衛生営

業指導センター
409

｢生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関

する法律｣第63条第2項に基づき､生活衛生関係営

業の振興及び衛生水準の維持向上に要する経費

の一部を補助するため

（項）生活衛生対策費

（目）生活衛生営業指導費

補助金

都道府県 463

｢生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関

する法律｣第63条第1項に基づき､生活衛生関係営

業の振興及び衛生水準の維持向上に要する経費

の一部を補助するため

（項）高齢者等雇用安定・

促進費

（目）高年齢者就業機会確

保事業費等補助金

（社）全国シルバー人材

センター事業協会、都道

府県シルバー人材セン

ター連合会、地方公共団

体（福岡県）、(社)日本

労働者信用基金協会

12,599

高年齢者就業機会確保事業等を実施する法人に

対して､事務等に要する費用の一部を補助する等

のため

 

 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）地域子育て支援対策

費

（目）子ども手当準備事業

費補助金

市町村 8,249

平成22年4月から実施する子ども手当の創設に伴

い､子ども手当の実施に向けた準備に要する経費

を補助するため

（項）沖縄特別振興対策調

整費

（目）沖縄特別振興対策事

業費補助金

地方公共団体（沖縄県） 29
沖縄特別振興対策事業を実施する地方公共団体

(沖縄県)に対する事業費の一部を補助するため

（項）児童虐待等防止対策

費

（目）民間社会福祉事業助

成費補助金

社会福祉法人全国社会福

祉協議会
9

児童委員が地域福祉活動を活発に展開できるよ

う､研修会等の開催､地域における児童委員の活

動する分野についての知識や活動方法及び児童

虐待防止のための指針となる資料の刊行､通信制

による児童福祉司の人材育成の実施など､児童福

祉の増進に寄与することを目的としているため

（項）児童虐待等防止対策

費

（目）婦人保護事業費補助

金

地方公共団体 1,151

｢売春防止法｣第40条第2項及び｢配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律｣第28条

第2項に基づき､地方公共団体の支弁する経費の

一部を補助するため

（項）児童虐待等防止対策

費

（目）児童福祉事業対策費

等補助金

地方公共団体 1,741

児童虐待防止対策等支援事業及びDV･女性保護対

策等支援事業の実施に要する経費に対し補助金

を交付し､もって地域における児童虐待･DV対策

等の一層の普及推進を図るため

（項）母子保健衛生対策費

（目）科学試験研究費補助

金

地方公共団体 11,409

｢児童福祉法｣第53条の2に基づき小児慢性特定疾

患治療研究事業の実施に要する費用の一部を補

助するため

（項）母子保健衛生対策費

（目）在宅福祉事業費補助

金

地方公共団体 32
在宅の小児慢性特定疾患児に対する日常生活用

具の給付に関する経費の一部を補助するため

（項）母子保健衛生対策費

（目）母子保健衛生費補助

金

地方公共団体 7,647

妊産婦及び乳幼児に対する､各種相談･健康の保

持･増進に関する事業の実施に要する費用の一部

を補助するため

（項）母子家庭等対策費

（目）母子家庭等対策費補

助金

地方公共団体 3,474

就業相談から就業支援講習会､就業情報の提供に

至るまでの一貫した就業支援サービス等を提供

する母子家庭等就業･自立支援センター事業や看

護師等経済的自立に効果的な資格を取得するこ

とを支援する高等技能訓練促進費等事業等を実

施することにより､母子家庭等の自立支援の一層

の推進を図るため

（項）児童福祉施設整備費

（目）社会福祉施設等災害

復旧費補助金

山口県 8

社会福祉法人等が整備した児童福祉施設等で

あって､暴風､洪水､高潮､地震､その他の異常な自

然現象により被害を受けた施設の災害復旧に関

し､災害復旧事業に要する費用の一部を補助する

ことにより､災害の速やかな復旧を図り､もって

施設入所者等の福祉を確保するため

（項）地域福祉推進費

（目）日本赤十字社救護業

務費等補助金

日本赤十字社 71

日本赤十字社が行う､災害救助に関する業務､旧

日本赤十字社救護看護婦等慰労給付金支給事務

等の実施に要する費用の一部を補助するため

（項）地域福祉推進費

（目）セーフティネット支

援対策等事業費補助金

都道府県、市町村 23,195
地域社会のセーフティネット機能を強化し､地域

の要援護者の福祉の向上を図るため

（項）社会福祉諸費

（目）民間社会福祉事業助

成費補助金

社会福祉法人全国社会福

祉協議会、社会福祉法人

福利厚生センター等

303

社会福祉法人全国社会福祉協議会等に対し社会

福祉事業の育成､援助等に要する経費を補助する

ため

（項）社会福祉諸費

（目）地方改善事業費補助

金

地方公共団体 4,642
隣保館の運営等に要する経費の一部を補助する

ため

（項）社会福祉諸費

（目）社会福祉施設職員等

退職手当共済事業給付費補

助金

独立行政法人福祉医療機

構
25,617

｢社会福祉施設職員等退職手当共済法｣(昭和36年

法律第155号)第18条に基づく､社会福祉施設職員

等の退職手当共済事業を行うために要する費用

の一部を補助するため

（項）社会福祉諸費

（目）社会福祉振興助成費

補助金

独立行政法人福祉医療機

構
3,047

政策動向や国民ニーズを踏まえ､民間の創意工夫

ある活動や地域に密着したきめ細やかな活動等

に対し助成を行い､高齢者･障害者が自立した生

活が送れるよう､また､子どもたちが健やかに安

心して成長できるよう必要な支援等を行うため  

 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）社会福祉施設整備費

（目）地方改善施設整備費

補助金

地方公共団体 732

生活環境等の改善を図るために必要な地区道路､

下水排水路､隣保館等の施設整備に要する費用の

一部を補助するため

（項）社会福祉施設整備費

（目）社会福祉施設等施設

整備費補助金

地方公共団体 8,291

｢生活保護法｣､｢障害者自立支援法｣､｢児童福祉

法｣等の規定に基づき､社会福祉法人等が整備す

る社会福祉施設等の施設整備に要する費用の一

部を補助するため

（項）社会福祉施設整備費

（目）社会福祉施設等災害

復旧費補助金

地方公共団体 0
社会福祉法人等が整備した社会福祉施設等の災

害復旧事業に要する費用の一部を補助するため

（項）遺族及留守家族等援

護費

（目）遺族及留守家族等援

護活動費補助金

沖縄県 4

対馬丸戦没者遺族等の福祉の増進を図ることを

目的とする遺族相談事業に必要な費用を補助す

るため

（項）戦没者慰霊事業費

（目）遺骨収集等派遣費補

助金

遺族・戦友団体等 195
戦没者の遺骨帰還等に要する費用の一部を補助

するため

（項）中国残留邦人等支援

事業費

（目）日本赤十字社救護業

務費等補助金

日本赤十字社 3
日本赤十字社が行う北朝鮮在住日本人配偶者故

郷訪問事業の実施に要する費用を補助するため

（項）障害保健福祉費

（目）地域生活支援事業費

補助金

地方公共団体 43,996
障害者の地域生活を支援するための事業に要す

る費用の一部を補助するため

（項）障害保健福祉費

（目）民間社会福祉事業助

成費補助金

社会福祉法人全国心身障

害児福祉財団
56

社会福祉事業の育成､援助等に要する経費を補助

するため

（項）障害保健福祉費

（目）精神障害者医療保護

入院費補助金

沖縄県 656

沖縄の復帰に伴う厚生省関係法令の適用の特別

措置等に関する政令第3条第11項により沖縄県が

支弁した費用の一部を補助するため

（項）障害保健福祉費

（目）精神保健対策費補助

金

地方公共団体等 2,611
精神保健福祉法第7条等に基づき支出した費用の

一部を補助するため

（項）障害保健福祉費

（目）障害程度区分認定等

事業費補助金

地方公共団体、社団法人

国民健康保険中央会等
6,745

障害児(者)の福祉の向上に係る費用の一部を補

助するため

（項）障害保健福祉費

（目）精神障害者社会復帰

施設等運営費補助金

地方公共団体 8,085
精神障害者社会復帰施設等の運営に係る費用の

一部を補助するため

（項）障害保健福祉費

（目）身体障害者福祉費補

助金

地方公共団体、財団法人

日本障害者リハビリテー

ション協会等

261
身体障害者の福祉事業に要する費用等の一部を

補助するため

（項）障害保健福祉費

（目）身体障害者体育等振

興費補助金

財団法人日本障害者ス

ポーツ協会、社会福祉法

人日本身体障害者団体連

合会

271
障害者のスポーツ振興事業等に係る費用の一部

を補助するため

（項）障害保健福祉費

（目）児童保護費等補助金
地方公共団体 7,847

障害児(者)の福祉の向上に係る費用の一部を補

助するため

（項）障害保健福祉費

（目）心身喪失者等医療観

察法指定入院医療機関共生

事業費補助金

都道府県、市町村 392

｢心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者

の医療及び観察等に関する法律｣に基づく対象者

に対する継続的な医療提供の確保と円滑な社会

復帰を図るため､指定入院医療機関の周辺の地域

における地域共生事業に要する経費を補助する

ため

（項）独立行政法人国立重

度知的障害者総合施設のぞ

みの園施設整備費

（目）独立行政法人国立重

度知的障害者総合施設のぞ

みの園施設整備費補助金

独立行政法人国立重度知

的障害者総合施設のぞみ

の園

339
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞ

みの園の施設整備に要する費用を補助するため

（項）企業年金等普及促進

費

（目）企業年金連合会事務

費補助金

企業年金連合会 177

厚生年金保険法第159条第1項の規定により企業

年金連合会が実施する厚生年金基金の中途脱退

者及び解散基金加入員に対する年金給付等の事

業に要する費用の一部を補助するため

（項）企業年金等普及促進

費

（目）国民年金基金連合会

事務費補助金

国民年金基金連合会 179

国民年金法第137条の15の規定により国民年金基

金連合会が実施する国民年金基金の中途脱退者

に対する年金給付等の事業等に要する費用の一

部を補助するため  

 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）高齢者日常生活支援

等推進費

（目）介護保険事業費補助

金

地方公共団体 412
介護保険制度の円滑な施行に資するために必要

な費用に対して補助するため

（項）高齢者日常生活支援

等推進費

（目）老人保健事業推進費

等補助金

地方公共団体等 2,563
老人保健健康増進等の事業を実施するための助

成を行うため

（項）高齢者日常生活支援

等推進費

（目）在宅福祉事業費補助

金

地方公共団体 2,755
高齢者等の在宅福祉の推進や地域福祉の推進等

のため

（項）高齢者日常生活支援

等推進費

（目）高齢者福祉推進事業

費補助金

地方公共団体 87

高齢者の健康で生きがいのある生活を助長する

ため､地方公共団体が行う全国健康福祉祭に要す

る費用に対して補助するため

（項）高齢者日常生活支援

等推進費

（目）高齢者社会活動支援

事業費補助金

財団法人長寿社会開発セ

ンター、財団法人テクノ

エイド協会　等

40

長寿社会開発センター等が行う高齢者の生きが

いと健康づくり等を推進するために必要な費用

に対して補助するため

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）介護保険事業費補助

金

地方公共団体等 4,218
介護保険制度の円滑な施行に資するために必要

な費用に対して補助するため

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）国民健康保険組合介

護納付金補助金

国民健康保険組合 30,330
｢国民健康保険法｣第73条に基づき､介護納付金の

納付に要する費用の一部を補助するため

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）介護保険関係業務費

補助金

社会保険診療報酬支払基

金
232

介護保険制度の円滑な施行に資するために必要

な費用に対して補助するため

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）全国健康保険協会介

護納付金補助金

全国健康保険協会 114,016

｢健康保険法｣第153条及び第154条に基づき､介護

納付金の納付に要する費用の一部を補助するた

め

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）社会福祉施設等災害

復旧費補助金

地方公共団体 17

平成20年に発生した豪雤等により災害を受けた

社会福祉施設等の復旧事業費の一部を補助する

ため

（項）国際協力費

（目）政府開発援助アジア

労働技術協力費等補助金

財団法人日本ILO協会、

財団法人国際研修協力機

構

98

開発途上国における経済発展及び我が国との相

互理解等の増進に寄与する民間機関の労働分野

における協力事業に要する経費の一部を助成す

るため

（項）厚生労働科学研究費

（目）厚生労働科学研究費

補助金

研究者（大学等）、地方

公共団体等
46,767

厚生労働科学研究費補助金取扱規程に基づき､厚

生労働科学研究に要する経費を補助するため

（項）独立行政法人医薬基

盤研究助施設整備費

（目）独立行政法人医薬基

盤研究助施設整備費補助金

独立行政法人医薬基盤研

究所
55

独立行政法人医薬基盤研究所が施行する研究施

設の整備に要する費用を補助するため

（項）沖縄特別振興対策事

業費

（目）沖縄特別振興対策事

業費補助金

地方公共団体（沖縄県） 105
沖縄特別振興対策事業を実施する地方公共団体

(沖縄県)に対する事業費の一部を補助するため

（項）感染症対策費

（目）予防接種対策費負担

金

都道府県 1,015

予防接種健康被害者に対する予防接種法に基づ

く救済措置として地方公共団体が支給する医療

費等の一部を補助するため

（項）感染症対策費

（目）結核医療費負担金

都道府県、政令市、特別

区
3,231

入院勧告･措置に係る結核患者に対する医療に要

する費用の一部を負担するため

（項）感染症対策費

（目）感染症予防事業費等

負担金

都道府県、政令市、特別

区
1,248

地方公共団体等が行う各感染症予防事業等に必

要な経費の一部を負担するため

（項）原爆被爆者等援護対

策費

（目）原爆被爆者介護手当

等負担金

都道府県、広島市、長崎

市
1,200

｢原子爆弾被爆者援護法｣第31条に基づき､介護手

当の支給及び支給に係る事務等に要する費用の

一部を負担するため

（項）医療保険給付諸費

（目）老人医療給付費負担

金

地方公共団体 513
｢老人保健法｣(昭和57年法律第80号)に基づく医

療等に要する費用の一部を負担するため

（項）医療保険給付諸費

（目）健康保険組合事務費

負担金

健康保険組合連合会 4,005
｢健康保険法｣第151条の規定により､健康保険事

業の事務の執行に要する費用を負担するため

＜負担金＞

 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）医療保険給付諸費

（目）国民健康保険療養給

付費等負担金

地方公共団体 1,900,177
｢国民健康保険法｣第70条等に基づき､医療給付費

等の一部を負担するため

（項）医療保険給付諸費

（目）国民健康保険老人保

健医療費拠出金負担金

地方公共団体 5,609

｢国民健康保険法｣第70条に基づき､老人保健医療

費拠出金の納付に要する費用の一部を負担する

ため

（項）医療保険給付諸費

（目）国民健康保険組合事

務費負担金

国民健康保険組合 2,857

｢国民健康保険法｣第69条に基づき､組合に対して

国民健康保険の事務の執行に要する費用を負担

するため

（項）医療保険給付諸費

（目）全国健康保険協会事

務費負担金

全国健康保険協会 12,304

｢健康保険法｣第151条及び｢船員保険法｣第112条

の規定により､健康保険事業及び船員保険事業の

事務の執行に要する費用を負担するため

（項）医療保険給付諸費

（目）後期高齢者医療給付

費等負担金

後期高齢者医療広域連

合、地方公共団体
2,810,266

｢高齢者の医療の確保に関する法律｣(昭和57年法

律第80号)に基づく医療等に要する費用の一部を

負担するため

（項）医療保険給付諸費

（目）国民健康保険後期高

齢者医療費支援金負担金

地方公共団体 470,099
｢国民健康保険法｣第70条に基づき､後期高齢者支

援金の納付に要する費用の一部を負担するため

（項）医療費適正化推進費

（目）国民健康保険特定健

康診査・保健指導負担金

地方公共団体 14,071

｢国民健康保険法｣第72条の5に基づき､特定健診･

特定保健指導の実施に要する費用のうち政令で

定めるものの1/3を負担するため

（項）麻薬・覚せい剤等対

策費

（目）麻薬中毒者護送費負

担金

地方公共団体 0
麻薬及び向精神薬取締法第59条に基づき支出し

た護送費の一部を負担するため

（項）麻薬・覚せい剤等対

策費

（目）麻薬中毒者措置入院

費負担金

地方公共団体 0
麻薬及び向精神薬取締法第59条に基づき支出し

た医療費の一部を負担するため

（項）高齢者等雇用安定・

促進費

（目）職業転換訓練費負担

金

地方公共団体 154

｢雇用対策法｣第20条に基づき､都道府県が支給す

る職業転換給付金に要する費用の一部を負担す

るため

（項）障害者等職業能力開

発支援費

（目）職業転換訓練費負担

金

都道府県 1,738

｢雇用対策法｣第20条に基づき､都道府県が支給す

る職業転換給付金に要する費用の一部を負担す

るため

（項）保育所運営費

（目）児童保護費等負担金
地方公共団体 348,949

｢児童福祉法｣第53条に基づき､地方公共団体の支

弁する経費の一部を負担するため

（項）児童虐待等防止対策

費

（目）婦人相談所運営費負

担金

地方公共団体 16

｢売春防止法｣第40条第1項及び｢配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律｣第28条

第1項に基づき､地方公共団体の支弁する経費の

一部を負担するため

（項）児童虐待等防止対策

費

（目）婦人保護事業費負担

金

地方公共団体 838

｢売春防止法｣第40条第1項及び｢配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律｣第28条

第1項に基づき､地方公共団体の支弁する経費の

一部を負担するため

（項）児童虐待等防止対策

費

（目）児童保護費等負担金

地方公共団体 81,271
｢児童福祉法｣第53条に基づき､地方公共団体の支

弁する経費の一部を負担するため

（項）母子保健衛生対策費

（目）結核児童日用品費等

負担金

地方公共団体 1
｢児童福祉法｣第53条に基づき結核児童の学習用

品の支給等に要する費用の一部を負担するため

（項）母子保健衛生対策費

（目）母子保健衛生費負担

金

地方公共団体 3,186

｢母子保健法｣第21条の3に基づき未熟児に対する

医療の給付等に要する費用の一部を負担するた

め

（項）母子家庭等対策費

（目）児童扶養手当給付費

負担金

地方公共団体 163,431
｢児童扶養手当法｣第21条に基づき､手当の支給に

要する費用の一部を負担するため
 

 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）生活保護費

（目）生活保護費等負担金
都道府県、市町村 2,467,519 生活保護法に基づく保護の実施等のため

（項）災害救助等諸費

（目）災害救助費等負担金
都道府県 30,401

1.都道府県が行う応急救助に要する経費及び事

務費の一部を負担することにより､応急救助の適

正な実施を図るとともに都道府県の経費軽減を

図るため

2.国及び都道府県等が共同して行う国民保護訓

練に係る費用の一部を負担することにより､都道

府県等における武力攻撃事態等への対処の向上

を図るとともに都道府県等の経費軽減を図るた

め

（項）災害救助等諸費

（目）災害弔慰金等負担金
都道府県 80

異常な自然現象による災害により死亡した者の

遺族及び精神又は身体に著しい障害を受けた者

に対し､市町村が支給する災害弔慰金及び災害障

害見舞金に要する経費の一部を都道府県に補助

するため

（項）障害保健福祉費

（目）精神障害者措置入院

移送費負担金

地方公共団体 105

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第29

条第1項及び第29条の2第1項の規定により入院さ

せた精神障害者の移送に要する費用の一部を負

担するため

（項）障害保健福祉費

（目）精神障害者措置入院

費負担金

地方公共団体 4,399

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第29

条第1項及び第29条の2第1項の規定により入院さ

せた精神障害者の入院に要する費用の一部を負

担するため

（項）障害保健福祉費

（目）身体障害者保護費負

担金

地方公共団体 1,453

｢身体障害者福祉法｣第37条の2に基づき､身体障

害者更生援護施設の運営に要する費用等の一部

を負担するため

（項）障害保健福祉費

（目）児童保護費等負担金
地方公共団体 68,297

｢児童福祉法｣第53条に基づき､地方公共団体の支

弁する経費の一部を負担するため

（項）障害保健福祉費

（目）障害者自立支援給付

費負担金

地方公共団体 585,357

｢障害者自立支援法｣第95条第1項に基づき行う障

害福祉サービスに要する費用の一部を負担する

ため

（項）障害保健福祉費

（目）障害者医療費負担金
地方公共団体 157,971

｢障害者自立支援法｣第58条に基づき支給した医

療費の一部を負担するため

（項）障害保健福祉費

（目）特別障害者手当等給

付費負担金

地方公共団体 36,870

｢特別児童扶養手当等の支給に関する法律｣に基

づき､特別障害者手当等の支給に要する費用の一

部を負担するため

（項）障害保健福祉費

（目）心神喪失者等医療観

察法指定入院医療機関運営

費負担金

地方公共団体、独立行政

法人国立病院機構等
1,501

｢心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者

の医療及び観察等に関する法律｣第102条に基づ

き指定入院医療機関の設置者に対し､政令で定め

るところにより､指定入院医療機関の運営に要す

る経費を負担するため

（項）障害保健福祉費

（目）心神喪失者等医療観

察法指定入院医療機関施設

整備費負担金

地方公共団体、独立行政

法人国立病院機構等
3,817

｢心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者

の医療及び観察等に関する法律｣第102条に基づ

き指定入院医療機関の設置者に対し､政令で定め

るところにより､指定入院医療機関の設置に要す

る経費を負担するため

（項）障害保健福祉費

（目）心神喪失者等医療観

察法指定入院医療機関設備

整備費負担金

地方公共団体、独立行政

法人国立病院機構等
110

｢心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者

の医療及び観察等に関する法律｣第102条に基づ

き指定入院医療機関の設置者に対し､政令で定め

るところにより､指定入院医療機関の設置に要す

る経費を負担するため

（項）企業年金等普及促進

費

（目）国民年金基金等給付

費負担金

国民年金基金、国民年金

基金連合会
1,089

国民年金法等の一部を改正する法律附則第34条

第4項(昭和60年法律第34号)の規定に基づき､年

金に要する費用を定率負担するため

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）国民健康保険介護納

付金負担金

地方公共団体 213,203
｢国民健康保険法｣第70条に基づき､介護納付金の

納付に要する費用の一部を負担するため

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）介護給付費等負担金

地方公共団体 1,306,572

｢介護保険法｣第121条に基づき､市町村における

介護給付及び予防給付に要する費用の一部､及び

都道府県が設置する財政安定化基金の造成に必

要な経費の一部を負担するため  

 

 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）医療提供体制確保対

策費

（目）医療施設耐震化臨時

特例交付金

地方公共団体 36,033

災害拠点病院等の耐震化整備について､都道府県

が設置する基金の造成に要する費用の一部を補

助するため

（項）感染症対策費

（目）子宮頸がん等ワクチ

ン接種緊急促進臨時特例交

付金

都道府県 108,536
市町村が実施する子宮頸がん等ワクチン接種事

業に必要な経費の一部を補助するため

（項）医療提供体制基盤整

備費

（目）医療提供体制施設整

備交付金

地方公共団体 6,992
医療施設等の施設整備事業に要する費用の一部

を補助するため

（項）医薬品承認審査等推

進費

（目）未承認薬等審査迅速

化臨時特例交付金

一般社団法人未承認薬等

開発支援センター
1,131

医療上必要性の高い未承認薬･適応外薬の早期承

認を図るため

（項）医薬品安全対策等推

進費

（目）特定Ｃ型肝炎ウイル

ス感染者等救済給付金支給

等業務費交付金

独立行政法人医薬品医療

機器総合機構
9,500

特定の血液製剤の投与によりC型肝炎ウイルスに

感染した者等の救済を図るため

（項）医療保険給付諸費

（目）国民健康保険財政調

整交付金

地方公共団体 527,460

｢国民健康保険法｣第72条に基づき､国民健康保険

の財政調整を図るため､医療給付費の9/100を総

額として交付するため

（項）医療保険給付諸費

（目）国民健康保険老人保

健医療費拠出金財政調整交

付金

地方公共団体 1,484

｢国民健康保険法｣第72条に基づき､国民健康保険

の財政調整を図るため､老人保健医療費拠出金の

9/100を総額として交付するため

（項）医療保険給付諸費

（目）後期高齢者医療財政

調整交付金

後期高齢者医療広域連合 923,775

｢高齢者の医療の確保に関する法律｣(昭和57年法

律第80号)に基づく医療等に要する費用の一部を

負担するため

（項）医療保険給付諸費

（目）国民健康保険後期高

齢者医療費支援金財政調整

交付金

地方公共団体 124,437

｢国民健康保険法｣第72条に基づき､国民健康保険

の財政調整を図るため､後期高齢者支援金の

9/100を総額として交付するため

（項）医療保険給付諸費

（目）高齢者医療制度円滑

運営臨時特例交付金

後期高齢者医療広域連

合、国民健康保険団体連

合会、社会保険診療報酬

支払基金

279,790
高齢者医療制度に係る事業の円滑な運営に資す

るために必要な経費を補助するため

（項）医療費適正化推進費

（目）病床転換助成事業交

付金

都道府県 189

｢高齢者の医療の確保に関する法律｣附則第5条に

基づき､病床転換助成事業に要する費用の10/27

に相当する額を交付するもの

（項）高齢者等雇用安定・

促進費

（目）緊急雇用創出事業臨

時特例交付金

都道府県 204,510

地方公共団体において､離職を余儀なくされた非

正規労働者､中高年齢者等の一時的なつなぎの雇

用･就業機会を創出する事業を実施するため

（項）職業能力開発強化費

（目）職業転換訓練費交付

金

都道府県 3,298

｢職業能力開発促進法｣第95条に基づき､都道府県

が設置する職業能力開発校等の運営に要する経

費の一部を交付するため

（項）職業能力開発強化費

（目）緊急人材育成・就職

支援事業臨時特例交付金

中央職業能力開発協会 211,500

雇用保険を受給できない者への職業訓練､再就

職､生活への支援を目的とする緊急人材育成･就

職支援基金を創設するため

（項）地域子育て支援対策

費

（目）次世代育成支援対策

交付金

市町村 34,999

｢次世代育成支援対策推進法｣第11条第1項に基づ

き､次世代育成支援対策の推進に必要な事業に要

する経費を交付するため

（項）母子保健衛生対策費

（目）妊婦健康診査臨時特

例交付金

地方公共団体 11,133

都道府県に基金を造成し､それを財源とした妊婦

健康診査に係る事業を実施し､妊婦の健康管理の

充実及び妊娠･出産にかかる経済的負担の軽減を

図ることにより､安心して妊娠･出産ができる体

制を確保するため

（項）子ども・子育て支援

対策費

（目）子育て支援対策臨時

特例交付金

地方公共団体 96,787

都道府県に基金を造成し､｢子ども･子育てビジョ

ン｣による保育所の整備等､認定こども園等の保

育需要への対応､及び保育の質の向上のための研

修などを実施するとともに､地域の子育て力をは

ぐくむ取組等すべての子ども･家庭への支援､ひ

とり親家庭･社会的養護等への支援の拡充､児童

虐待防止対策の強化により､子どもを安心して育

てることが出来るような体制整備を行うため

＜交付金＞

 

 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）児童福祉施設整備費

（目）次世代育成支援対策

施設整備交付金

地方公共団体 2,304

｢次世代育成支援対策推進法｣第11条第1項に基づ

き､児童福祉施設等の整備に要する経費を交付す

るため

（項）地域福祉推進費

（目）緊急雇用創出事業臨

時特例交付金

都道府県 34,299

求職中の貧困･困窮者等に対して､生活､就労､住

宅等の必要な支援を行うため､都道府県に設置す

る基金の造成に必要な経費を交付するため

（項）障害保健福祉費

（目）障害者自立支援対策

臨時特例交付金

地方公共団体 3,927

障害者自立支援法の施行に伴う事業者に対する

運営の安定化等を図る措置､新法への移行等のた

めの円滑な実施を図る措置及び福祉･介護人材の

緊急的な確保に係る措置を図り､障害者及び障害

児が自立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう支援するとともに､福祉･介護人材

を広く確保するため

（項）障害保健福祉費

（目）地域自殺対策緊急強

化交付金

地方公共団体 752

うつ病の早期発見､早期治療の推進及び精神医療

の向上を目的として都道府県が行う事業を補助

するため

（項）高齢者日常生活支援

等推進費

（目）地域支援事業交付金

地方公共団体 61,306

各市町村における介護予防事業に要する費用の

25%､包括的な支援事業及び任意事業に要する費

用の40.5%を交付し､地域支援事業の円滑な実施

に資するため

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）国民健康保険介護納

付金財政調整交付金

地方公共団体 56,436

｢国民健康保険法｣第72条に基づき､国民健康保険

の財政調整を図るため､介護納付金の9/100を総

額として交付するため

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）介護給付費財政調整

交付金

地方公共団体 362,884

各市町村における介護給付及び予防給付に要す

る費用の5%を総額として市町村間における介護

保険の財政調整を行うため

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）地域介護・福祉空間

整備推進交付金

地方公共団体 1,000

各地方公共団体における地域密着型サービス等

の整備に合わせ､必要と認められる設備やシステ

ムに要する経費を助成し円滑な運営を支援する

ため

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）地域介護・福祉空間

整備等施設整備交付金

地方公共団体 22,379

各地方公共団体が地域の実情に応じて､地域密着

型サービス､介護予防拠点などのサービス基盤を

日常生活圏域ごとに整備することを支援するた

め

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）介護基盤緊急整備等

臨時特例交付金

都道府県 50,211

認知症高齢者グループホーム等の改修等の支援

を行うとともに､日常的な支え合い活動の体制づ

くりの立ち上げに対するモデル的な助成を行う

ため､各都道府県に設置されている介護基盤緊急

整備等臨時特例基金に積み増しを行う

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）介護基盤緊急整備等

臨時特例交付金

都道府県 13,700

都道府県が各地域において将来必要となる介護

施設等の緊急整備等を支援するため､各都道府県

に基金を造成すること

（項）地域活性化・公共投

資推進費

（目）地域活性化・公共投

資臨時交付金

長野県中川村 42

地方公共団体が経済危機対策に取り組み､地域の

活性化を実現するために行う水道施設整備に要

する経費の一部を補助するため

（項）社会福祉諸費

（目）社会福祉事業施設等

貸付事業利子補給金

独立行政法人福祉医療機

構
5,600

社会福祉事業施設整備等の貸付事業を行うため

の借入金等に係る利子の一部に対する補給金

（項）医療従事者等確保対

策費

（目）衛生関係指導者養成

等委託費

社団法人日本医師会 168
女性医師バンク事業及び再就業講習会事業を委

託するため

（項）医療従事者資質向上

対策費

（目）衛生関係指導者養成

等委託費

社団法人日本歯科医師

会、社団法人国際厚生事

業団

190
歯科関係者講習会､経済連携協定に基づき入国す

る外国人看護師候補者受入事業を委託するため

（項）医療安全確保推進費

（目）衛生関係指導者養成

等委託費

都道府県、国立大学法人

東京大学
48

医療安全支援センターの総合支援等の費用を補

助するため

（項）感染症対策費

（目）衛生関係指導者養成

等委託費

財団法人ウイルス肝炎研

究財団、財団法人予防接

種リサーチセンター、財

団法人性の健康医学健康

財団

11

肝炎ウイルスに関する相談事業等に必要な経費

を補助するため｡また､予防接種従事者研修事業

に必要な経費の一部を補助するため

＜補給金＞

＜委託費＞

 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）特定疾患等対策費

（目）衛生関係指導者養成

等委託費

財団法人難病医学研究財

団
4

特定疾患患者の看護･保健指導等に関する専門

的･技術的な知識･技術の習得のための保健師等

研修､難病に関する様々な相談に対応するための

難病相談･支援センター職員研修を実施し､関係

職員の質の向上を図るために必要な事業等を委

託したため

（項）特定疾患等対策費

（目）国立ハンセン病療養

所等入所者家族生活援護委

託費

都道府県 25

｢ハンセン病問題の解決の促進に関する法律｣第

19条に基づく入所者親族に対する援護を委託し

たため

（項）地域保健対策費

（目）衛生関係指導者養成

等委託費

公益社団法人日本看護協

会
36

地域における保健活動の需要の多様化に対応す

るため新たな保健活動に関する調査研究､研修の

開催等を行うとともに､保健指導技術の向上に関

する研究等の保健指導実施者に対する支援を行

うために必要な経費を補助するため

（項）健康増進対策費

（目）衛生関係指導者養成

等委託費

特定非営利活動法人日本

緩和医療学会等
340

がん医療水準の向上を図るため､緩和ケアについ

ての一般医に対する研修及び一般国民に対する

普及啓発などを行うため事業等を委託したため

（項）健康増進対策費

（目）国民健康・栄養調査

委託費

都道府県、政令市、特別

区
117

国民の健康の増進の総合的な推進を図るための

基礎資料として､国民の身体状況､栄養摂取量及

び生活習慣等の状況を明らかにするための調査

を委託したため

（項）健康危機管理推進費

（目）衛生関係指導者養成

等委託費

財団法人日本公衆衛生協

会
7

健康危機管理における広域的な連携体制の構築

及び､健康危機事例に関する情報の収集･整理･提

供を行うために必要な経費を補助するため

（項）高齢者等雇用安定・

促進費

（目）衛生関係指導者養成

等委託費

社団法人国際厚生事業団 49
外国人看護師･介護福祉士受入事業に要する経費

を交付するため

（項）生活保護費

（目）生活保護指導監査委

託費

地方公共団体 2,098

生活保護の指導監督体制を整備し制度の適正な

実施を図ることを目的として､都道府県･指定都

市本庁における生活保護の指導監督に当たる職

員を設置する経費等を補助するため

（項）社会福祉諸費

（目）衛生関係指導者養成

等委託費

社団法人国際厚生事業団 106
経済連携協定に基づき外国人介護福祉士候補者

の受入れ事業を委託したため

（項）社会福祉諸費

（目）社会事業学校等経営

委託費

学校法人日本社会事業大

学、社会福祉法人全国社

会福祉協議会

460
社会福祉事業従事者の養成､確保及びその資質の

向上を図るための事業を委託したため

（項）遺族及留守家族等援

護費

（目）遺族及留守家族等援

護事務委託費

財団法人日本遺族会、財

団法人日本傷痍軍人会
636

昭和館及びしょうけい館の運営事業等を委託し

たため

（項）障害保健福祉費

（目）身体障害者福祉促進

事業委託費

財団法人日本障害者リハ

ビリテーション協会、社

会福祉法人日本ライトハ

ウス、日本点字図書館、

日本盲人会連合等

413
社会福祉法人日本点字図書館等に事業を委託し

たため

（項）障害保健福祉費

（目）国連・障害者の十年

記念施設運営委託費

財団法人大阪府地域福祉

推進財団
253

国連･障害者の十年記念施設運営事業等を委託し

たため

（項）障害保健福祉費

（目）衛生関係指導者養成

等委託費

社団法人精神保健福祉士

協会　等
30

精神保健福祉に関する人材の養成を目的とした

研修を委託するため

合計 15,910,204  

 



3 委託費等の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）厚生労働本省共通費

（目）保険福祉調査委託費

パシフィックコンサル

タンツ（株）
1

尐子高齢化の原因や尐子高齢化が社会経済に与え

る影響について分析を行うとともに､尐子高齢化

への対応としての政策の有効性の分析･評価､各国

の尐子高齢化対策の比較等を行い､尐子高齢化の

影響･要因への対応のあり方に関する検討に資す

るため

（項）厚生労働本省共通費

（目）保険福祉調査地方公

共団体委託費

地方公共団体 30

社会保障を支えるいわゆる現役世代の就業状況や

子育て､親への支援の状況の実態を把握するとと

もに､理想の働き方や社会保障に係る負担のあり

方などについての意識を調査することにより､今

後の厚生労働行政の企画･立案のための基礎資料

を得るため

（項）厚生労働本省共通費

（目）厚生労働統計調査委

託費

都道府県、政令指定都

市、中核市
36

厚生労働行政の基礎資料を得るために実施する衛

生統計調査等の統計調査を委託したため

（項）厚生労働本省共通費

（目）国民生活基礎調査等

委託費

都道府県、政令指定都

市、中核市
2,236

厚生労働行政の基礎資料を得るために実施する人

口動態調査等の統計調査を委託したため

（項）厚生労働本省共通費

（目）労働条件研究調査等

委託費

株式会社野村総合研究

所
15

｢今後の雇用政策の実施に向けた現状分析に関す

る調査研究事業｣を委託したため

（項）厚生労働本省共通費

（目）毎月勤労統計調査委

託費

都道府県 912
主要産業における雇用･給与･労働時間の変動を把

握するための毎月勤労統計調査を委託したため

（項）医療提供体制確保対

策費

（目）保健福祉調査委託費

都道府県、財団法人日

本経済研究所、みずほ

情報総研株式会社

205
洞爺湖サミット開催時における救急医療体制の確

保を図ること等のため

（項）医療従事者資質向上

対策費

（目）衛生関係指導者養成

等委託費

日本救急医療財団・災

害医療センター
87 救急医療関係の研修事業を委託するため

（項）医療従事者資質向上

対策費

（目）保健福祉調査地方公

共団体委託費

都道府県 50 看護職員の就業状況等の実態調査を委託したため

（項）医療情報化推進費

（目）医療情報システム開

発普及等委託費

沖縄県浦添市、国立大

学法人東京大学、一般

社団法人日本IHE協会

等

467

IT化に伴い蓄積される医療情報から､臨床研究や

診療に有用な情報を効率的に得るための検索や解

析を容易にする医療知識基盤データベースの研究

開発事業を委託したため

（項）医療安全確保推進費

（目）衛生関係指導者養成

等委託費

国立大学法人東京大

学、社団法人日本感染

症学会

23 院内感染対策の講習会事業を委託するため

（項）特定疾患等対策費

（目）エイズ予防対策事業

委託費

財団法人エイズ予防財

団　等
346

HIV感染者のための電話相談事業など､エイズ予防

に関する事業を委託したため

（項）特定疾患等対策費

（目）ハンセン病対策事業

委託費

社会福祉法人ふれあい

福祉協会　等
542

ハンセン病に関する普及啓発事業､ハンセン病資

料館の運営､社会復帰準備支援事業､沖縄県におけ

るハンセン病の各般の施策事業等を委託したため

（項）原爆被爆者等援護対

策費

（目）特定疾患調査委託費

広島県、福岡県、神奈

川県
834

旧陸海軍の毒ガス製造所において毒ガス製造に従

事していた動員学徒等に対する健康診断､医療､手

当支給等に係る業務を委託したため

（項）原爆被爆者等援護対

策費

（目）原爆症調査研究等委

託費

都道府県、広島市、長

崎市　等
1,957

原子爆弾被爆者の健康の保持･増進及び福祉の向

上に資するための調査･研究に要する経費を委託

したため

（項）原爆被爆者等援護対

策費

（目）原爆死没者追悼平和

祈念館運営委託費

財団法人広島平和文化

センター等
514

国立原爆死没者追悼平和祈念館(広島､長崎)に係

る運営事業を委託したため

（項）医薬品承認審査等推

進費

（目）検定検査事務等委託

費

地方公共団体 71
後発医薬品品質情報提供のための試験検査等を委

託したため

（項）医薬品安全対策等推

進費

（目）検定検査事務等委託

費

地方公共団体 35

薬事法及び麻薬関係法(麻薬及び向精神薬取締法､

大麻取締法､覚せい剤取締法及びあへん法)等に基

づく事務を委託したため

＜委託費＞

 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）医薬品安全対策等推

進費

（目）医薬品事故障害者対

策事業委託費

独立行政法人医薬品医

療機器総合機構
94 重症スモン患者介護事業を委託したため

（項）血液製剤対策費

（目）医薬品等試験調査委

託費

株式会社日本能率協会

総合研究所等
12

血液製剤の安全性情報のデータベース化等を委託

したため

（項）医薬品等研究開発推

進費

（目）医薬品等試験調査委

託費

独立行政法人医薬品医

療機器総合機構、財団

法人先端医療振興財団

20
大学発のベンチャー等に対して､開発に係る一般

薬事相談等を提供する等業務を委託するのため

（項）医薬品等研究開発推

進費

（目）薬事経済調査委託費

都道府県 79
医療用医薬品等の価格調査に必要な事業及び後発

医薬品安心使用促進事業を委託したため

（項）医薬品等研究開発推

進費

（目）薬事工業生産動態統

計調査委託費

都道府県 36
指定統計である薬事工業生産動態統計調査に必要

な事業を委託したため

（項）医療保険給付諸費

（目）社会保険基礎調査委

託費

株式会社健康保険医療

情報総合研究所、みず

ほ情報総研株式会社

他

644 医療に関する調査研究事業を委託したため

（項）健康増進対策費

（目）医療情報システム開

発普及等委託費

スタートコム株式会社 15

科学的知見に基づく正しい情報の収集､分析､提供

を行い､広く国民の健康の増進に資する事業の運

営の委託等のため

（項）健康増進対策費

（目）健康増進事業地方公

共団体委託費

地方公共団体 226

女性特有の子宮がんや骨粗鬆症等疾患の予防に資

する事業及び企業との連携によるがん検診受診率

向上等に資する事業を委託したため

（項）麻薬・覚せい剤等対

策費

（目）保健福祉調査委託費

財団法人麻薬・覚せい

剤乱用防止センター等
92 薬物乱用防止のための啓発活動等を委託したため

（項）麻薬・覚せい剤等対

策費

（目）検定検査事務等委託

費

地方公共団体 3

薬事法及び麻薬関係法(麻薬及び向精神薬取締法､

大麻取締法､覚せい剤取締法及びあへん法)等に基

づく事務を委託したため

（項）化学物質安全対策費

（目）医薬品等試験調査委

託費

独立行政法人製品評価

技術基盤機構
22

化学物質のより一層の安全対策の強化を図るた

め､経済産業省と環境省と厚生労働省の3省で連携

して整備した化学物質の安全性情報を一元的に管

理する化学物質情報基盤システムの保守管理､公

開等を委託したため

（項）労働条件確保・改善

対策費

（目）労働条件研究調査等

委託費

みずほ総合研究所株式

会社等
189 労働条件に関する調査研究等を委託したため

（項）高齢者等雇用安定・

促進費

（目）高齢者等雇用環境整

備委託費

(社)全国シルバー人材

センター事業協会、特

定非営利活動法人全国

精神障害者就労支援事

業所連合会、テンプス

タッフフロンティア株

式会社、株式会社FVP

216
高年齢者就業機会確保事業指導事業等を委託した

ため

（項）高齢者等雇用安定・

促進費

（目）高齢者等雇用安定促

進事業委託費

株式会社インテリジェ

ンス、東京ホームレス

就業支援事業推進協議

会等

1,324
高校生に対する就職ガイダンス事業等を委託した

ため

（項）職業能力開発強化費

（目）職業能力開発支援事

業委託費

株式会社サーベイリ

サーチセンター
47 能力開発に関する支援事業を委託したため

（項）若年者等職業能力開

発支援費

（目）労働条件研究調査等

委託費

学校法人早稲田大学 20 労働条件に関する調査研究等を委託したため

（項）若年者等職業能力開

発支援費

（目）職業能力開発支援事

業委託費

（株）インテリジェン

ス、財団法人日本生産

性本部等

2,719 能力開発に関する支援事業を委託したため

（項）障害者等職業能力開

発支援費

（目）障害者職業能力開発

校運営委託費

都道府県 2,699
国が設置する障害者職業能力開発校の運営を委託

したため

 

 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）障害者等職業能力開

発支援費

（目）障害者職業能力開発

校運営委託費

地方公共団体 1,128 能力開発に関する支援事業を委託したため

（項）男女均等雇用対策費

（目）労働条件研究調査等

委託費

財団法人日本生産性本

部等
41

在宅就業者に関する実態調査､課題の検討を行い､

在宅就業者支援を進めていく事業等を委託したた

め

（項）地域子育て支援対策

費

（目）保健福祉調査委託費

民間団体等 37

現在施設内で行われているケアの状況を詳細に調

査･分析し､その結果を踏まえたケアのあり方とこ

れに必要な人員配置や措置費の算定のあり方につ

いて検討するため

（項）地方元気再生推進調

査費

（目）地方元気再生推進調

査委託費

株式会社プロセスユ

ニーク
2
HTLV-1対策全国研修会事業に関する研修開催業務

一式を委託したため

（項）児童虐待等防止対策

費

（目）保健福祉調査委託費

社団法人家庭問題情報

センター
59

養育費相談支援センターにおいて､母子家庭等就

業･自立支援センターで受け付けられた養育費の

取り決め等に関する相談中の困難事例への対応

や､養育費相談にあたる人材養成のための研修等

を行うことにより､母子家庭等の自立の支援を図

るため

（項）母子家庭等対策費

（目）養育費確保支援事業

委託費

都道府県 10
全国のホームレスの数を把握するための調査を委

託するため

（項）地域福祉推進費

（目）保健福祉調査地方公

共団体委託費

都道府県、市、みずほ

情報総研株式会社
162 保護基準改定の影響の検証等のため

（項）地域福祉推進費

（目）公的扶助資料調査委

託費

都道府県 435

戦傷病者戦没者遺族等に障害年金等の支給及び戦

没者等の妻に対する特別給付金等の支給に関する

審査･裁定事務等を都道府県知事に委任している

ため

（項）遺族及留守家族等援

護費

（目）遺族及留守家族等援

護事務委託費

地方公共団体等 317 戦没者の慰霊事業等を委託したため

（項）戦没者慰霊事業費

（目）遺骨収集等委託費
都道府県 5

旧軍人軍属及びその遺族の戦没者慰霊事務等を都

道府県知事に委任しているため

（項）戦没者慰霊事業費

（目）旧軍関係調査事務等

委託費

地方公共団体等 1,357

中国帰国者等に対する帰国受入･定着自立支援事

業や引揚者及びその遺族等に対する特別給付金の

支給に関する裁定事務等を委託したため

（項）中国残留邦人等支援

事業費

（目）遺族及留守家族等援

護事務委託費

都道府県 43
旧軍人軍属及びその遺族の恩給進達事務等を都道

府県知事に委任しているため

（項）恩給進達等実施費

（目）旧軍関係調査事務等

委託費

株式会社三菱総合研究

所、財団法人医療情報

システム開発センター

234
障害福祉サービス等経営実態調査事業､障害程度

区分管理事業等を受託したため

（項）中国残留邦人等支援

事業費

（目）遺族及留守家族等援

護事務委託費

財団法人精神・神経科

学振興財団、社団法人

日本精神科病院協会

59

｢心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者

の医療及び観察等に関する法律｣に基づく制度の

円滑な実施のため､精神保健判定医､精神保健参与

員等､人材の養成研修を委託したため

（項）恩給進達等実施費

（目）旧軍関係調査事務等

委託費

東芝ソリューション株

式会社

株式会社三菱総合研究

所　等

466 要介護認定の実態調査等を委託したため

（項）障害保健福祉費

（目）保健福祉調査委託費

株式会社ダブリュファ

イブ

株式会社日経スタッフ

サービス

80
都道府県の指導者等を養成するために､研修事業

を委託したため

（項）障害保健福祉費

（目）心神喪失者等医療観

察法人材養成研修委託費

株式会社ＪＴＢコミュ

ニケーションズ、社団

法人国際厚生事業団、

メタウォーター株式会

社、株式会社クボタ

46
東南アジア諸国等の保健医療･社会福祉･水供給分

野における国際協力事業を委託したため

（項）介護保険制度運営推

進費

（目）要介護認定調査委託

費

財団法人アジア福祉教

育財団
16 政府開発援助難民救済業務を委託したため

（項）国際協力費

（目）政府開発援助衛生関

係指導者養成等委託費

中央職業能力開発協

会、独立行政法人雇

用・能力開発機構

274 人材養成分野の国際協力事業を委託したため

 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）国際協力費

（目）政府開発援助難民救

援業務委託費

財団法人国際研修協力

機構、財団法人海外技

術者研修協会

261 人材養成分野の国際協力事業を委託したため

（項）国際協力費

（目）政府開発援助外国人

留学生受入事業等委託費

独立行政法人国立循環

器病研究センター
9

生理活性ペプチドおよびタンパク質の123I標識と

マイクロイメージングに関する研究を委託したた

め

（項）国際協力費

（目）政府開発援助技能実

習制度推進事業等委託費

独立行政法人国立成育

医療研究センター
12

小児先天奇形発症における環境リスク評価法の基

盤整備に関する研究を委託したため

（項）原子力試験研究費

（目）原子力試験研究委託

費

中央労働災害防止協

会・日本バイオアッセ

イ研究センター

4

化学物質の複合暴露による健康リスク評価に関す

る分子毒性学的研究のためのマウス複合暴露実験

を委託したため

（項）原爆被爆者等援護対

策費

（目）原爆被爆者健康診断

費交付金

都道府県、広島市、長

崎市
2,664

｢原子爆弾被爆者援護法｣第7条等に基づき､被爆者

健康診断事業に要する経費､被爆者健康手帳等の

交付､原爆被爆者一般疾病医療費の支給に要する

事務等の経費を交付するため

（項）原爆被爆者等援護対

策費

（目）原爆被爆者手当交付

金

都道府県、広島市、長

崎市
97,198

｢原子爆弾被爆者援護法｣第24条等に基づき､医療

特別手当等各種手当の支給及び各種手当の認定事

務等に要する経費を交付するため

（項）原爆被爆者等援護対

策費

（目）原爆被爆者葬祭料交

付金

都道府県、広島市、長

崎市
1,760

｢原子爆弾被爆者援護法｣第32条に基づき､葬祭料

の支給及びその支給に要する費用を交付するため

（項）水道安全対策費

（目）水道事業認可等事務

取扱交付金

北海道 0

道州制特別区域における広域行政の推進に関する

法律第7条第1項に基づき､北海道が策定した北海

道道州制特別区域計画において水道法に基づき北

海道が行う事務として掲げられた事務を行うため

に必要な経費を交付するため

（項）麻薬・覚せい剤等対

策費

（目）あへん取締事務費交

付金

地方公共団体 0
｢あへん法｣の規定に基づく業務の円滑な運営を図

るため

（項）障害保健福祉費

（目）事務取扱交付金
地方公共団体 907

特別児童扶養手当等の支給に関する法律第14条に

基づき､都道府県及び市町村の特別児童扶養手当

の支給に関する事務の費用を交付するため

（項）公的年金制度運営諸

費

（目）国民年金等事務取扱

交付金

北海道札幌市他738市町

村
39

平成22年度年金制度改革検討調査に係る国民年金

事務取扱交付金として

（項）生活衛生対策費

（目）株式会社日本政策金

融公庫補給金

株式会社日本政策金融

公庫
1,229 生活衛生資金融資事業の円滑な推進を図るため

（項）国際機関活動推進費

（目）国際がん研究機関等

分担金

国際がん研究機関等 297
国際がん研究機関規約による分担金の支払い等の

ため(義務的経費)

（項）国際機関活動推進費

（目）世界保健機関分担金
世界保健機関 1,741

世界保健機関憲章の規定による分担金の支払いの

ため(義務的経費)

（項）国際機関活動推進費

（目）政府開発援助世界保

健機関分担金

世界保健機関 5,515
世界保健機関憲章の規定による分担金の支払いの

ため(義務的経費)

（項）国際機関活動推進費

（目）国際労働機関分担金
国際労働機関 4,821

国際労働機関憲章の規定による分担金の支払いの

ため(義務的経費)

（項）国際機関活動推進費

（目）政府開発援助国際労

働機関分担金

国際労働機関 850
国際労働機関憲章の規定による分担金の支払いの

ため(義務的経費)

＜交付金＞

＜補給金＞

＜分担金＞

 



（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

（項）厚生労働本省共通費

（目）経済協力開発機構等

拠出金

生物多様性条約事務局 11
生物多様性条約事務局支援及びMOP5,COP10途上国

参加支援を目的とし任意拠出したため

（項）国際機関活動推進費

（目）経済協力開発機構等

拠出金

経済協力開発機構 50

経済協力開発機構が実施する厚生労働分野におけ

る事業のうち我が国が特に重視するものに任意拠

出するため

（項）国際機関活動推進費

（目）政府開発援助世界保

健機関等拠出金

世界保健機関等 1,366
世界の保健政策上不可欠の重要課題等に対し任意

拠出するため

（項）国際機関活動推進費

（目）国際労働機関拠出金
国際労働機関 157

ILOがアジア･太平洋地域において実施する労働分

野の技術協力事業等に任意拠出するため

（項）国際機関活動推進費

（目）政府開発援助国際労

働機関等拠出金

国際労働機関 32
ILOがアジア･太平洋地域において実施する労働分

野の技術協力事業等に任意拠出するため

合計 140,549

＜拠出金＞



4 独立行政法人運営費交付金の明細 

（単位：百万円）

相手先 金額 支出目的

国立病院機構 43,681
「独立行政法人通則法」第46条に基づく、独立行政法人の業務の

財源に充てるための費用に必要な金額の全部又は一部の交付

国立がん研究センター 8,802 同上

国立循環器病研究センター 5,901 同上

国立精神・神経医療研究センター 4,595 同上

国立国際医療研究センター 8,454 同上

国立成育医療研究センター 5,008 同上

国立長寿医療研究センター 3,459 同上

医薬品医療機器総合機構 442 同上

労働安全衛生総合研究所 603 同上

労働政策研究・研修機構 453 同上

高齢・障害者雇用支援機構 868 同上

福祉医療機構 4,120 同上

国立重度知的障害者総合施設のぞみ

の
2,263 同上

国立健康・栄養研究所 738 同上

医薬基盤研究所 9,742 同上

合計 99,137  

 

 

３ 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細 

 財源の明細 

① 主管の財源の明細 

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

官業収入 病院収入 1,057

官業収入 診療所収入 10

特別会計整理収入
国立高度専門医療センター特別

会計整理収入
2,422

国有財産利用収入 国有財産貸付収入 447

国有財産利用収入 国有財産使用収入 0

国有財産利用収入 利子収入 0

納付金
独立行政法人国立病院機構納付

金
775

諸収入 授業料及び入学検定料 103

諸収入 許可及手数料 11

諸収入 受託調査試験及役務収入 195

諸収入 弁償及返納金 334,273

諸収入 物品売払収入 4,998

諸収入 雑入 2,493

合計 346,788  

 

 

 

 



2 無償所管換等の明細 

（単位：百万円）

区分 相手先 金額 資産等の内容 所管換等の理由 備考

法務省（一般会計） 516

土地、立木

竹、建物、工

作物

他省庁予算にて施設整備したた

めの所管換

財務省（一般会計） 3 土地
他省庁予算にて施設整備したた

めの所管換

国土交通省（一般会計） 23 建物、工作物 合庁による無償所管換等

小計 543

財務省（一般会計） △ 279,847

土地、立木

竹、建物、工

作物、出資金

出資金返還に伴う財務省への移

管等

財務省（一般会計） △ 1,848

土地、立木

竹、建物、工

作物

行政財産の用途廃止に伴う引継

のため

財務省及び国土交通省（財政投融資特

別会計特定国有財産整備勘定）
△ 1,199

土地、その他

の債権等、そ

の他の債務等

他省庁への所管換

財務省及び国土交通省（財政投融資特

別会計特定国有財産整備勘定）
△ 0 工作物 他省庁への所管換

国土交通省（一般会計） △ 9 建物、工作物 他省庁への所管換

文部科学省（一般会計） △ 1,050 土地、工作物 他省庁への所管換

小計 △ 283,955

186 建物、工作物 報告洩れ

小計 186

77
土地、建物、

工作物

小計 77

17,028

土地、立木

竹、建物、工

作物、退職給

付引当金

誤謬訂正

小計 17,028

0 土地

小計 0

0 建物、工作物

小計 0

用途廃止 △ 8 建物

小計 △ 8

180,029

土地、立木

竹、建物、工

作物

国立高度専門医療センター特別

会計の廃止に伴う移管等

小計 180,029

△ 20,447

土地、出資

金、退職給付

引当金

国立高度専門医療センター特別

会計の廃止に伴う移管等

小計 △ 20,447

△ 106,545

帰属

財産の無償所管換等

（渡）

合計

財産の無償所管換等

（受）

実測と帳簿の差額

報告洩れ

誤謬訂正

特別会計より所属替

特別会計へ所属替

新規登載

 



 3 資産評価差額の明細 

（単位：百万円）

区分 評価差額の戻入 本年度発生額 本年度増減額 評価差額の発生原因

有形固定資産

　国有財産（公共用財産除く） - △ 29,863 △ 29,863

　　行政財産 - △ 31,205 △ 31,205

　　　土地 - △ 11,084 △ 11,084 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額

　　　立木竹 - △ 21 △ 21 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額

　　　建物 - △ 2,163 △ 2,163 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額

　　　工作物 - △ 17,931 △ 17,931 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額

　　　船舶 - △ 3 △ 3 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額

　　普通財産 - 1,341 1,341

　　　土地 - 1,361 1,361 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額

　　　建物 - △ 13 △ 13 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額

　　　工作物 - △ 4 △ 4 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額

　　　船舶 - △ 1 △ 1 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額

出資金 △ 223,160 352,916 129,756

(市場価格のないもの） △ 223,160 352,916 129,756 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額

合計 △ 223,160 323,052 99,892  

 

4 その他資産・負債差額の増減の明細 

（単位：百万円）

区分 相手先 金額

債権免除により生じた差額 地方公共団体 △ 247

合計 △ 247  

 

 



４ 区分別収支計算書の内容に関する明細 

 財源の明細 

① 主管の収納済歳入額の明細 

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

官業収入 病院収入 1,058

官業収入 診療所収入 10

国有財産処分収入 国有財産売払収入 7

特別会計整理収入
国立高度専門医療センター特別

会計整理収入
2,422

貸付金等回収金収入
消費生活協同組合資金貸付金償

還金
4

貸付金等回収金収入 公衆衛生修学資金貸付金償還金 -

貸付金等回収金収入 災害援護資金貸付金償還金 1,436

貸付金等回収金収入 母子寡婦福祉資金貸付金償還金 1,719

国有財産利用収入 国有財産貸付収入 447

国有財産利用収入 国有財産使用収入 0

国有財産利用収入 利子収入 0

納付金
独立行政法人福祉医療機構納付

金
13,419

納付金
独立行政法人医療基盤研究所納

付金
780

諸収入 授業料及び入学検定料 103

雑収入 許可及手数料 11

諸収入 受託調査試験及役務収入 196

雑収入 弁償及返納金 328,853

諸収入 物品売払収入 4,998

雑収入 雑入 2,435

合計 357,905  

 

2 その他歳計外現金・預金の明細 

（単位：百万円）

内容 金額

前年度末残高 -

本年度受入

入札保証金及び契約保証金 900

本年度払出

入札保証金及び契約保証金 879

本年度末残高 20  

 

 



参考情報 

１ 厚生労働省一般会計の所掌する業務の概要 

国民生活の保障及び向上を図り、並びに経済の発展に寄与するため、社会福祉、社会保障及び公衆衛生

の向上及び増進並びに労働条件その他の労働者の働く環境の整備及び職業の確保を図ることを任務とし

ている。 

 

２ 厚生労働省の組織及び定員 

 
厚生労働省 

［32,599］ 

内部部局 

［3,241］ 

・特別職  ［19］ 

（秘書官 1名を除く） 

・常勤職員  ［3］ 

施設等機関 

［5,379］ 

審議会等 

検疫所（896） 

国立ハンセン病療養所（2,950） 

国立医薬品食品衛生研究所（216） 

国立保健医療科学院（116） 

国立社会保障・人口問題研究所（53） 

国立感染症研究所（385） 

国立児童自立支援施設（81） 

国立障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ（682） 

［113］ 

［23,866］ 

地 方 厚 生 局 

（1,813） 

都道府県労働局 

（22,053） 

本局（5,299） 

労働基準監督署（4,893） 

公共職業安定所（11,861） 

中央労働委員会 

（113） 
事務局 

（113） 地方事務所 

（注）平成 22年度予算定員 

（
地
方
支
分
部
局
） 

（
外
局
） 

３ 厚生労働省の職員数（会計別） 

厚 生 労 働 省 

（32,621） 

一 般 会 計 

年 金 特 別 会 計 

労 働 保 険 特 別 会 計 

（定員令１条定員 22,315人 

 ＋特別職 19人 ＋ 常勤職員 3人 

（  299人 ） 

（ 9,985人 ） 

（注）平成 22年度予算定員 



厚生労働省内部部局の組織 

 

 

  厚 生 労 働 省   内 部 部 局   大臣官房 
  

人事課 ※秘書官１人を含む 

総務課 

会計課 

地方課 

国際課 

厚生科学課 

統計情報部 

  

                  (3,241)        (831)  

 

 

 特別職※秘書官を除く （19）   
 

 常勤職員  （3） 

 

  医 政 局 (242) 

 

 健 康 局 (164) 

 

 医薬食品局 (232)          食品安全部 

 

 労働基準局 (318) 
 

 安全衛生部 

 労災補償部 

 

 

 派遣・有期労働対策部 

 高齢・障害者雇用対策部 

 

 
 

 

 職業安定局 (234) 

 

 職業能力開発局 (80) 

 

 雇用均等・児童家庭局 (151) 

 

 社会・援護局 (327)        障害保健福祉部 

 

 老 健 局 (100) 

 

 保 険 局 (191) 

 

 年 金 局 (264) 

 

 政策統括官 (107) 

 

                                                           （注）平成22年度予算定員 



３ 厚生労働省一般会計の所掌する業務の概要及び会計・独立行政法人等の間の財政資金の流れ 

国民生活の保障・向上及び活力ある経済の実現のため、厚生労働省一般会計では、年金医療介護保険

給付費、生活保護費、社会福祉費、保健衛生対策費及び雇用労災対策費で構成される社会保障関係費を

中心とする経費の執行を通じ、厚生労働省所管の２特別会計（年金特別会計、労働保険特別会計）と連

携しつつ、施策を総合的・一体的に推進している。 

 

厚 生 労 働 省 一 般 会 計 

支出済歳出額 28,600,105 百万円  
・ 年金医療介護保険給付費 ・生活保護費 

・ 社会福祉費 ・保健衛生対策費 ・雇用労災対策費 

・ 科学技術振興費 

・ 遺族及び留守家族等援護費 

・ その他経費 

 

税  収 公債収入 
厚生労働省歳入 

収納済歳入額 

357,905 百万円 

繰  入 

年金特別会計 （11,851,217 百万円） 

 

労働保険特別会計 （71,374 百万円） 

補助金等 

15,889,118百万円 

委託費等 

   140,549百万円 

貸付金 

5,064百万円 

 

地方公共団体等 

総
合
的
・
一
体
的
な
施
策
の
推
進 

国  庫 



４ 一般会計の平成 22年度歳入歳出決算の概要 

 (1)一般会計の平成 22年度歳入決算 

（単位：百万円）

区分 収納済歳入額 構成比

官業益金及官業収入 1,068 0.3%

政府資産整理収入 5,589 1.6%

雑収入 351,247 98.1%

計 357,905 100.0%  

 

 (2)一般会計の平成 22年度歳出決算 

（単位：百万円）

区分 支出済歳出額 構成比

厚生労働本省 28,415,216 99.4%

検疫所 10,326 0.0%

国立ハンセン病診療所 36,052 0.1%

厚生労働本省試験研究機関 13,424 0.0%

国立更生援護期間 9,642 0.0%

地方厚生局 16,072 0.1%

都道府県労働局 97,813 0.3%

中央労働委員会 1,558 0.0%

計 28,600,105 100.0%  

 

 

５ 公債関連情報 

   一般会計の公債の発行・管理は財務省の所掌する業務であるため、公債及び利払費等については財務

省に計上されている。しかし、各省庁の業務実施の財源の一部は公債で調達されていることから、各省

庁の負担と考えられる公債関連の計数を複数の仮定計算に基づき算定し、公債関連情報として開示して

いる。仮定計算に基づく数字であるため、各省庁の省庁別財務書類に負債計上するものではない。 

 

 ① 財務省において計上されている会計年度末の公債残高、当該年度に発行した公債額（借換債を除く。）

及び当該年度の利払費は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高                     6,141,825億円 

  ・当該年度に発行した公債額                    423,029億円 

  ・当該年度の利払費                         74,047億円 

 

 ② 財務省において計上されている①の計数を公債発行対象経費及び歳出決算額の累計額等を基礎として

各省庁に配分を行った場合、当省に配分される額は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高のうち当省配分額     1,640,634億円 

  ・当該年度に発行した公債額のうち当省配分額    131,126億円 

 ・当該年度の利払費のうち当省配分額              19,677億円 

 

（参考）公債関連情報における公債残高等の各省庁への配分方法の見直しについて 

  公債関連情報における公債残高等の各省庁への配分方法については、平成 23 年 2 月 17 日、「省庁別

財務書類の作成について」が改訂され、従来の資産又は資産・負債差額並びに公債発行対象経費及び歳

出決算額を基礎とした配分方法から、公債発行対象経費及び歳出決算額の累計額等を基礎とした配分方

法に変更された。 

 


